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14 その他 

 

14-１ 災害救助法の概要及び基準                        

１ 災害救助法の概要 「災害救助法」（昭和22年10月18日法律第118号）            

⑴ 目的（災害救助法第１条） 

   災害に際して、国が地方公共団体、日本赤十字社その他の団体及び国民の協力の下に、応

急的に必要な救助を行い、災害にかかった者の保護と社会の秩序の保全を図ること。 

⑵ 実施体制（災害救助法第30条） 

   災害救助法による救助は、都道府県知事が行い（法定受託事務）、市町村長がこれを補助

する。なお、必要な場合は、救助の実施に関する事務の一部を市町村長が行うこととする

ことができる。 

⑶ 適用基準（災害救助法施行令第１条） 

   災害救助法による救助は、災害により市町村の人口に応じた一定数以上の住家の滅失があ

る場合等に行う。 

⑷ 救助の種類、程度、方法及び期間（災害救助法第23条） 

  ア 救助の種類 

   ① 避難所、応急仮設住宅の設置   ⑥ 住宅の応急修理 

   ② 食品、飲料水の給与       ⑦ 学用品の給与 

   ③ 被服、寝具等の給与       ⑧ 埋葬 

   ④ 医療、助産           ⑨ 死体の捜索及び処理 

   ⑤ 被災者の救出          ⑩ 住居又はその周辺の土石等の障害物の除去 

  イ 救助の程度、方法及び期間 

    厚生労働大臣が定める基準に従って、都道府県知事が定めるところにより現物で行う。 

⑸ 強制権の発動（災害救助法第24-26条） 

   災害に際し、迅速救助の実施を図るため、必要な物資の収用、施設の管理、医療、土木工

事等の関係者に対する従事命令等の強制権が確保されている。 

⑹ 経費の支弁及び国庫負担（災害救助法第33条・36条） 

  ア 都道府県の支弁：救助に要する費用は、都道府県が支弁 

  イ 国庫負担   ：アにより費用が100万円以上となる場合、その額の都道府県の普通税

収見込額の割合に応じ、次により負担 

   Ａ 普通税収見込額の２／100以下の部分 --------------------- 50／100 

   Ｂ 普通税収見込額の２／100を超え４／100以下の部分 -------- 80／100 

   Ｃ 普通税収見込額の４／100を超える部分 ------------------- 90／100 

⑺ 災害救助基金 

  ア 積立義務（災害救助法第37条） 
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    過去３年間における都道府県普通税収額決算額の平均年額の５／1000相当額（最小額

500万円を積み立てる義務が課せられている。 

  イ 運用（災害救助法第41条） 

    災害救助法による救助に要する給与品の事前購入により備蓄物資とすることができる。 

 

２ 災害救助法適用基準（同法施行令）                       

⑴ 住家等への被害が生じた場合 

  ア 区域内の人口に応じ次の世帯数以上であること（令第１条第１項第１号、令別表第１）。 

市町村の人口 住家滅失世帯数 

 5,000人未満  30世帯  

5,000人以上 15,000人未満  40世帯  

15,000人以上 30,000人未満  50世帯  

30,000人以上 50,000人未満  60世帯  

50,000人以上 100,000人未満  80世帯  

100,000人以上 300,000人未満  100世帯  

300,000人以上   150世帯  

 

  イ 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内の被害世帯数が、その人口に応じ①に示

す数以上であって、当該市町村の区域内の被害世帯数が、その人口に応じ②に示す数以

上であること（令第１条第１項第２号、令別表第２、第３）。 

① 都道府県の人口 住家滅失世帯数 

 1,000,000人未満  1,000世帯  

1,000,000人以上 2,000,000人未満  1,500世帯  

2,000,000人以上 3,000,000人未満  2,000世帯  

3,000,000人以上   2,500世帯  

 

② 市町村の人口 住家滅失世帯数 

 5,000人未満  15世帯  

5,000人以上 15,000人未満  20世帯  

15,000人以上 30,000人未満  25世帯  

30,000人以上 50,000人未満  30世帯  

50,000人以上 100,000人未満  40世帯  

100,000人以上 300,000人未満  50世帯  

300,000人以上   75世帯  

 

  ウ 当該市町村の区域を包括する都道府県の区域内の被害世帯数が、その人口に応じ次に示

す数以上であって、当該市町村の区域内の被害世帯数が多数であること（令第１条第１

項第３号前段、令別表第４）。 

① 都道府県の人口 住家滅失世帯数 

 1,000,000人未満  5,000世帯  

1,000,000人以上 2,000,000人未満  7,000世帯  

2,000,000人以上 3,000,000人未満  9,000世帯  

3,000,000人以上   12,000世帯  



資料編 14 その他 
 

 

〔魚津防〕                                           1403 

  ※１ 半壊又は半焼した世帯は、２世帯をもって滅失した一の世帯とする。 

  ※２ 床上浸水した世帯は、３世帯をもって滅失した一の世帯とする。 

 

  エ 災害が隔絶した地域に発生したものである等災害にかかった者の救護を著しく困難とす

る厚生労働省令で定める特別の事情がある場合で、かつ、多数の世帯の住家が滅失した

ものであること（令第１条第１項第３号後段）。 

    〔厚生労働省令で定める特別の事情とは〕 

     ① 災害にかかった者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に特殊の技術

を必要とすること（基準省令第１条）。 

 

    〔①については次のような場合〕（昭和40年５月11日社施第99号 厚生省社会局長通知） 

     ・被害地域が他の村落から隔離又は孤立している等のため、生活必需品等の補給が極めて困難な場合

で、被災者の救助に特殊の補給方法等を必要とする場合 

     ・有毒ガスの発生、放射線物質の放出等のため、被災者の救助が極めて困難であり、そのために特殊

の技術を必要とする場合 

 

 ⑵ 生命・身体への危害が生じた場合 

   多数の者が生命又は身体に危害を受け又は受けるおそれが生じた場合であって、厚生省令

で定める基準に該当するとき（令第１条第１項第４号） 

    〔厚生労働省令で定める基準とは〕 

     ① 災害が発生し又は発生するおそれのある地域に所在する多数の者が、避難して継続的に救助を必

要とすること（基準省令第２条第１号）。 

     ② 災害にかかった者について、食品の給与等に特殊の補給方法を必要とし、又は救出に特殊の技術

を必要とすること（基準省令第２条第２号）。 

 

    〔①については次のような場合〕（昭和40年５月11日社施第99号 厚生省社会局長通知） 

     ・火山噴火、有毒ガスの発生、放射線物質の放出等のため、多数の住民が避難の指示を受けて避難生

活を余儀なくされる場合 

     ・紫雲丸事件等船舶の沈没あるいは交通事故により多数の者が死傷した場合 

    〔②については次のような場合〕（昭和40年５月11日社施第99号 厚生省社会局長通知） 

     ・交通路の途絶のため多数の登山者等が放置すれば飢餓状態に陥る場合 

     ・火山噴火、有毒ガス発生等のため多数の者が危険にさらされている場合 

 

３ 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準  

平成25年10月１日現在 

救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

 

避難所の設

置 

 

 災害により現に

被害を受け、又は

受けるおそれのあ

る者を収容する。 

 

（基本額） 

避難所設置費 

1人 １日当たり300円以内 

 

（加算額） 

 冬季 別に定める額を加算 

 

 高齢者等の要援護者等を収容

する「福祉避難所」を設置した

場合、当該地域において当該特

別な配慮のために必要な通常の

実費を加算することができる。 

 

 

災害発生 

の日から 

７日以内 

 

 

１ 費用は、避難所の

設置、維持及び管理

のための賃金職員等

雇上費、消耗器材

費、建物等の使用謝

金、借上費又は購入

費、光熱水費並びに

仮設便所等の設置費

を含む。 
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救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

 

応急仮設住

宅の供与 

 

住家が全壊、全

焼又は流失し、居

住する住家がない

者であって、自ら

の資力では住宅を

得ることができな

い者 

 

１ 規格 

１戸当たり平均29.7㎡（９

坪）を標準とする。 

 

２ 限度額 

１戸当たり2,401,000円以内 

 

３ 同一敷地内等におおむね50

戸以上設置した場合は、集会

等に利用するための施設を設

置できる。（規模、費用は別に

定めるところによる） 

 

災害発生 

の日から 

20日以内 

着工 

 

１ 平均１戸当たり 

29.7 ㎡ 、 2,401,000

円以内であればよい

。 

 

２ 高齢者等の要援護

者等を数人以上収容

する「福祉仮設住宅

」を設置できる。 

 

３ 供与期間 最高２

年以内 

 

４ 民間賃貸住宅の借

上げによる設置も対

象となる。 

 

 

炊き出しそ

の他による

食品の給与 

 

１ 避難所に収容

された者 

 

２ 全半壊(焼)、

流失、床上浸水

で炊事できない

者 

 

 

１人１日当たり 1,010円以内 

 

 

 

 

災害発生 

の日から 

７日以内 

 

 

 

 

 

飲料水の供

給 

 

 

 

 

 

 現に飲料水を得

ることができない

者（飲料水及び炊

事のための水であ

ること。） 

 

 

 当該地域における通常の実費 

 

 

 

 

 

災害発生 

の日から 

７日以内 

 

 

 

 

 

 

 

 

被服、寝具

その他生活

必需品の給

与又は貸与 

 

 

全半壊(焼)、流

失、床上浸水等に

より、生活上必要

な被服、寝具、そ

の他生活必需品を

喪失又は損傷し、

直ちに日常生活を

営むことが困難な

者 

 

 

１ 夏季（４月～９月）冬季

（10月～３月）の季別は災害発

生の日をもって決定する。 

 

２ 下記金額の範囲内 

 

災害発生 

の日から 

10日以内 

 

 

 

１ 現物給付に限る 

 

区分 １人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯 ５人世帯 
６人以上１人

増すごとに加算 

全壊 

全焼 

流失 

夏 17,200 22,200 32,700 39,200 49,700 7,300 

冬 28,500 36,900 51,400 60,200 75,700 10,400 

半壊 

半焼 

床上浸水 

夏 5,600 7,600 11,400 13,800 17,400 2,400 

冬 9,100 12,000 16,800 19,900 25,300 3,300 
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救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

 

医療 

 

 医療の途を失っ

た者 

（応急的措置） 

 

１ 救護班…使用した薬剤、治

療材料、医療器具破損等の実

費 

 

２ 病院又は診療所…国民健康

保険診療報酬の額以内 

 

３ 施術者 

  協定料金の額以内 

 

災害発生 

の日から 

14日以内 

 

 

 

助産 

 

 災害発生の日以

前又は以後７日以

内に分娩した者で

あって災害のため

助産の途を失った

者（出産のみなら

ず、死産及び流産

を含み現に助産を

要する状態にある

者） 

 

 

１ 救護班等による場合は、使

用した衛生材料等の実費 

 

２ 助産師による場合は、慣行

料金の100分の80以内の額 

 

分娩した 

日から７ 

日以内 

 

 

 

被災者の救

出 

 

１ 現に生命、身

体が危険な状態

にある者 

 

２ 生死不明な状

態にある者 

 

 

 当該地域における通常の実費 

 

災害発生 

の日から 

３日以内 

 

 

 

被災した住

宅の応急修

理 

 

１  住 家 が 半 壊

(焼)し、自らの

資力により応急

修理をすること

ができない者 

 

２ 大規模な補修

を行わなければ

居住することが

困難である程度

に 住 家 が 半 壊

（焼）した者 

 

 

 居室、炊事場及び便所等日常

生活に必要最小限度の部分 

 

１世帯当たり 520,000円以内 

 

災害発生 

の日から 

１か月以 

内 

 

 

 

生業に必要

な資金の貸

与 

 

住家が全壊(燃)

又は流失し、災害

のため生業の手段

を失った世帯 

 

  

生業を営むために必要な機械

器具又は資材を購入するための

費用 

生業費  

１件当たり30,000円 

就職支度費  

    １件当たり15,000円 

 

 

災害発生 

の日から 

１か月以 

内 

 

貸与期間 ２年以内 

利子   無利子 
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救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

 

学用品の給

与 

 

住家の全壊(焼)

流失半壊(焼)又は

床上浸水により学

用品を喪失又は損

傷し、就学上支障

の あ る 小 学 校 児

童、中学校生徒及

び高等学校等生徒 

 

 

１ 教科書及び教科書以外の教

材で教育委員会に届出又はそ

の承認を受けて使用している

教材又は正規の授業で使用し

ている教材実費 

 

２ 文房具及び通学用品は、 

１人当たり次の金額以内 

 小学校児童 4,100円 

 中学校生徒 4,400円 

 高等学校等生徒 4,800円 

 

 

災害発生 

の日から 

 

(教科書) 

１か月以

内 

 

(文房具 

及び通学 

用品) 

15日以内 

 

 

 

 

埋葬 

 

 災害の際死亡し

た者を対象にして

実際に埋葬を実施

する者に支給 

 

 

１体当たり 

大人（12歳以上） 

201,000円以内 

小人（12歳未満） 

160,800円以内 

 

 

災害発生 

の日から 

10日以内 

 

 

 

死体の捜索 

 

 行方不明の状態

にあり、かつ、各

般の事情によりす

でに死亡している

と推定される者 

 

 

 当該地域における通常の実費 

 

災害発生 

の日から 

10日以内 

 

 

 

死体の処理 

 

 災害の際死亡し

た者について、死

体 に 関 す る 処 理

（埋葬を除く。）を

する。 

 

（洗浄、消毒等） 

１体当たり3,300円以内 

 

（一時保存） 

・既存建物借上費 

  通常の実費 

・既存建物以外 

  １体当たり5,000円以内 

（検案） 

・救護班以外は当該地域の慣行

料金 

 

 

災害発生 

の日から 

10日以内 

 

１ 死体の一時保存に

ドライアイスの購入

費等が必要な場合

は、当該地域におけ

る通常の実費を加算

できる。 

 

 

障害物の除

去 

 

 居室、炊事場、

玄関等に障害物が

運び込まれている

ため生活に支障を

きたしている場合

で自力では除去す

ることのできない

者 

 

 

１世帯当たり 

 133,900円以内 

 

災害発生 

の日から 

10日以内 
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救助の種類 対 象 費 用 の 限 度 額 期 間 備 考 

 

輸送費及び

賃金職員等

雇上費 

 

イ 被災者の避難 

ロ 医療及び助産 

ハ 被災者の救出 

ニ 飲料水の供給 

ホ 死体の捜索 

へ 死体の処理 

ト 救済用物資の 

整理配分 

 

 

 当該地域における通常の実費 

 

救助の実 

施が認め 

られる期 

間以内 

 

 

実費弁償 

 

災害救助法施行令

第４条第１号から

第４号までに規定

する者及び第５号

から第10号までに

規定する者 

 

１ 第１号から第４号まで規定

する者 

災害救助法第７条第１項の

規定により救助に関する業務

に従事させた都道府県知事の

総括する都道府県の常勤の職

員で当該業務に従事した者に

相当するものの給与を考慮し

て定める。 

  時間外勤務手当及び旅費

は、常勤職員との均衡を考慮

して算定した額 

２ 第５号から第10号まで規定

する者 

  地域における慣行料金によ

る支出実績に手数料としてそ

の3/100の額を加算した額。 

 

 

救助の実 

施が認め 

られる期 

間以内 

 

 

 

 時間外勤務手当及び

旅費は別途に定める額 

 ※ この基準によっては救助の適切な実施が困難な場合には、都道府県知事は、厚生労働大臣

に協議し、その同意を得た上で、救助の程度、方法及び期間を定めることができる。 
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14-２ 激甚災害指定基準                            

＊本激：全国的に大きな災害をもたらした災害を指定 

本激Ａ：全国的に大規模な災害が生じた場合 

本激Ｂ：Ａの災害ほど大規模でなくとも特定の都道府県の区域に大きな被害がもたら

された場合 

＊局激：局地的な災害によって大きな災害復旧が必要になった市町村を指定 

 

１ 激甚災害指定基準（本激）早見表                      

激甚災害法適用条項 適 用 措 置 指 定 基 準 

 

第２章 

（第３条） 

（第４条） 

 

公共土木施設災害復

旧事業等に関する特

別の財政援助 

 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の

標準税収入総額の 0.5％ 

（Ｂ基準） 

 事業費査定見込額＞全国都道府県及び市町村の当該年度の

標準税収入総額の 0.2％ 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あ

るもの 

 １ 都道府県負担事業の事業費査定見込額＞当該都道府県

の当該年度の標準税収入総額の 25％ 

 ２ 一の都道府県内の市町村負担事業の事業費査定見込総

額＞当該都道府県内全市町村の当該年度の標準税収入総

額の５％ 

 

 

第５条 

 

農地等の災害復旧事

業等に係る補助の特

別措置 

 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額の 0.5％ 

（Ｂ基準） 

 事業費査定見込額＞当該年度の全国農業所得推定額の

0.15％ 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あ

るもの 

 １ 一の都道府県内の事業費査定見込額＞当該都道府県の

当該年度の農業所得推定額の 4％ 

 ２ 一の都道府県内の事業費査定見込額＞10億円 

 

 

第６条 

 

農林水産業共同利用

施設災害復旧事業費

の補助の特例 

 

 次の１又は２の要件に該当する災害。ただし、当該施設の

被害見込額が 5,000万円以下の場合は除外。 

 １ 激甚法第５条の措置が適用される激甚災害 

 ２ 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額の

1.5％であることにより激甚法第８条の措置が適用される

激甚災害 

 ただし、上記に該当しない場合でも、水産業共同利用施設

に係るものについては、当該災害による漁業被害見込額が農

業被害見込額を超え、かつ、次の３又は４の要件に該当する

災害。ただし、水産業共同利用施設の被害見込額が 5,000 万

円以下の場合は除外。 

 ３ 漁船等(漁船、漁具及び水産動植物の養殖施設)の被害

見込額＞当該年度の全国漁業所得推定額の 0.5％ 

 ４ 漁業被害見込額＞当該年度の全国漁業所得推定額の

1.5％であることにより激甚法第８条の措置が適用される

激甚災害 
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激甚災害法適用条項 適 用 措 置 指 定 基 準 

 

第８条 

 

天災による被害農林

漁業者等に対する資

金の融通に関する暫

定措置の特例 

 

 次のいずれかに該当する災害。ただし、災害の状態により

その必要なしと認められるものは除外。 

（Ａ基準） 

 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額の 0.5％ 

（Ｂ基準） 

 農業被害見込額＞当該年度の全国農業所得推定額の 0.15％ 

 かつ、次の要件に該当する都道府県が１以上あるもの 

 一の都道府県内の当該災害に係る特別被害農業者数＞当該

都道府県内の農業を主業とする者の数の３％ 

 

 

第11条の２ 

 

森林災害復旧事業に

対する補助 

 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 林業被害見込額（樹木に係るものに限る。以下同じ。）＞当

該年度の全国生産林業所得（木材生産部門）推定額の５％ 

（Ｂ基準） 

 林業被害見込額＞当該年度の全国生産林業所得（木材生産

部門）推定額の 1.5％ 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あ

るもの 

 １ 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該都道府県の当

該年度の生産林業所得（木材生産部門）推定額の 60％ 

 ２ 一の都道府県内の林業被害見込額＞当該年度の全国生

産林業所得（木材生産部門）推定額の１％ 

 

 

第12条、第13条 

 

 

中小企業信用保険法

による災害関係保証

の特例等 

 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額

（第２次産業及び第３次産業国民所得×中小企業付加価値率

×中小企業販売率の推計。以下同じ。）の 0.2％（Ｂ基準） 

 中小企業関係被害額＞当該年度の全国中小企業所得推定額

の 0.06％ 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する都道府県が１以上あ

るもの 

 １ 一の都道府県内の当該災害に係る中小企業関係被害額

＞当該年度の当該都道府県の中小企業所得推定額の２％ 

 ２ 一の都道府県内の中小企業関係被害額＞1,400 億円 

 ただし、火災の場合または激甚法第12条の適用がある場合

の全国中小企業所得推定額に対する中小企業関係被害額の割

合は、被害の実情に応じ特例措置が講じられることがある。 

 

 

第16条 

 

 

 

第17条 

 

 

第19条 

 

 

 

公立社会教育施設災

害復旧事業に対する

補助 

 

私立学校施設災害復

旧事業に対する補助 

 

市町村が施行する感

染症予防事業に関す

る負担の特例 

 

 

 激甚法第２章の措置が適用される激甚災害。ただし、当該

施設に係る被害または当該事業量が軽微であると認められる

場合は除外。 
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激甚災害法適用条項 適 用 措 置 指 定 基 準 

 

第22条 

 

罹災者公営住宅建設

等事業に対する補助

の特例 

 

 次のいずれかに該当する災害 

（Ａ基準） 

 滅失住宅戸数≧被災地全域で 4,000戸  

（Ｂ基準） 

 （１）滅失住宅戸数≧被災地全域で 2,000戸  

    かつ、次のいずれかに該当するもの 

    １ 一市町村の区域内で 200戸以上 

    ２ その区域内の住宅戸数の１割以上  

 （２）滅失住宅戸数≧被災地全域で 1,200戸  

    かつ、次のいずれかに該当するもの 

    １ 一市町村の区域内で 400戸以上 

    ２ その区域内の住宅戸数の２割以上  

 ただし、火災の場合の被災地全域の滅失戸数は、被害の実

情に応じた特例的措置が講ぜられることがある。 

 

 

第24条 

 

小災害債に係る元利

償還金の基準財政需

要額への算入等 

 

１ 公共土木施設及び公立学校施設小災害に係る措置につい

ては激甚 法第２章の措置が適用される災害 

２ 農地及び農業用施設等小災害に係る措置については激甚

法第５条の措置が適用される災害 

 

上記以外の措置 

 

災害発生のつど被害の実情に応じ個別に考慮 

 

 

 

２ 局地激甚災害指定基準（局激）早見表                    

激甚災害法適用条項 適 用 措 置 指 定 基 準 

 

第２章 

（第３条） 

（第４条） 

 

公共土木施設災害復

旧事業等に関する特

別の財政援助 

 

１ 当該市町村が負担する公共土木施設災害復旧事業等の査

定事業費額が次のいずれかに該当する災害。ただし、該当

市町村ごとの当該査定事業費額の合計が１億円未満のもの

は除外。 

 （１）当該査定事業費額＞当該市町村の当該年度の標準税

収入の 50％（当該査定事業費額が 1,000 万円未満のも

のは除外） 

 （２）当該査定事業費額＞当該市町村の当該年度の標準税

収入の 20％（当該標準税収入が 50 億円以下であり、か

つ、当該査定事業費額が２億 5,000 万円を超えるも

の） 

 （３）当該査定事業費額＞当該市町村の当該年度の標準税

収入の 20％＋{（当該標準税収入－50 億円）の 60％ }

（当該標準税収入が 50 億円を超え、かつ、100 億円以

下のもの） 

２ １の当該査定事業費の見込額からみて、１の災害に明ら

かに該当すると見込まれる災害。ただし、被害箇所数が10

未満のものは除外。 
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激甚災害法適用条項 適 用 措 置 指 定 基 準 

 

第５条、第６条 

 

農地等の災害復旧事

業等に係る補助の特

別措置等 

 

１（１）当該市町村の農地等の災害復旧事業に要する経費の

額＞当該市町村の当該年度の農業所得推定額の 10％

（経費の額が 1,000万円未満のものは除外） 

    ただし、該当市町村ごとの当該経費の額の合計が

5,000 万円未満の場合は除外。 

 （２）上記に該当しない場合でも、当該市町村の漁業被害

額が農業被害額を超え、かつ、次に該当する災害。 

    当該市町村の漁船等（漁船、漁具及び水産動植物の

養殖施設）の被害額＞当該市町村の当該年度の漁業所

得推定額の 10％ 

   （漁船等の被害額が 1,000万円未満のものは除外） 

    ただし、該当市町村ごとの当該漁船等の被害額の合

計が 5,000万円未満の場合は除外。 

２ １の当該経費の見込額からみて、１の災害に明らかに該

当すると見込まれる災害。ただし、被害箇所数が10未満の

ものは除外。 

 

 

第11条の２ 

 

森林災害復旧事業に

対する補助 

 

 当該市町村の林業被害見込額（樹木に限る）＞当該市町村

の当該年度の生産林業所得（木材生産部門）推定額の 1.5 倍

（被害見込額が当該年度の全国生産林業所得（木材生産部

門）推定額の 0.05％未満のものは除外） 

 かつ、次の要件のいずれかに該当する市町村が１以上ある

もの 

 １ 大火による災害の場合の要復旧見込面積＞300ha 

 ２ その他の災害の場合の要復旧見込面積＞当該市町村の

民有林（人工林に限る）面積の25％ 

 

 

第12条、第13条 

 

 

中小企業信用保険法

による災害関係保証

の特例等 

 

 当該市町村の中小企業関係被害額＞当該市町村の当該年度

の中小企業所得推定額の 10％（被害額が 1,000 万円未満のも

のは除外） 

  ただし、該当市町村ごとの当該経費の額の合計が5,000万円

未満の場合は除外。 

 

 

第24条 

 

小災害債に係る元利

償還金の基準財政需

要額への算入等 

 

 激甚災害指定基準（本激）の激甚法第24条の欄に同じ。 
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14-３ 災害対策基本法 

昭和36年11月15日法律第223号 

 最終改正 平成26年11月21日法律第114号 

第１章 総 則（第１条－第10条） 

第２章 防災に関する組織 

第１節 中央防災会議（第11条－第13条） 

第２節 地方防災会議（第14条－第23条の２） 

第３節 非常災害対策本部及び緊急災害対策本部（第24条－第28条の６） 

第４節 災害時における職員の派遣（第29条－第33条） 

第３章 防災計画（第34条－第45条） 

第４章 災害予防 

 第１節 通 則（第46条－第49条の３） 

 第２節 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等（第49条の４－第49条の９） 

 第３節 避難行動要支援者名簿の作成等（第49条の10－第49条の13） 

第５章 災害応急対策 

第１節 通 則（第50条－第53条） 

第２節 警報の伝達等（第54条－第57条） 

第３節 事前措置及び避難（第58条－第61条の３） 

第４節 応急措置等（第62条－第86条の５） 

第５節 被災者の保護 

第１款 生活環境の整備（第86条の６・第86条の７） 

第２款 広域一時滞在（第86条の８－第86条の13） 

第３款 被災者の運送（第86条の14） 

第４款 安否情報の提供等（第86条の15） 

第６節 物資等の供給及び運送（第86条の16－第86条の18） 

第６章 災害復旧（第87条－第90条） 

第７章 被災者の救護を図るための措置（第90条の２－第90条の４） 

第８章 財政金融措置（第91条－第104条） 

第９章 災害緊急事態（第105条－第109条の２） 

第10章 雑 則（第110条－第112条） 

第11章 罰 則（第113条－第117条） 

 

第１章 総 則 

 

（目的） 

第１条 この法律は、国土並びに国民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、防災に関し、基本理念を

定め、国、地方公共団体及びその他の公共機関を通じて必要な体制を確立し、責任の所在を明確にするととも

に、防災計画の作成、災害予防、災害応急対策、災害復旧及び防災に関する財政金融措置その他必要な災害対

策の基本を定めることにより、総合的かつ計画的な防災行政の整備及び推進を図り、もって社会の秩序の維持

と公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

１ 災害 暴風、竜巻、豪雨、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地滑りその他の異常

な自然現象又は大規模な火事若しくは爆発その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する政令で定め

る原因により生ずる被害をいう。 

２ 防災 災害を未然に防止し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、及び災害の復旧を図ることを

いう。 

３ 指定行政機関 次に掲げる機関で内閣総理大臣が指定するものをいう。 

イ 内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法（平成11年法律第89号）第49条第１項及び第２項に規定する機関並び

に国家行政組織法（昭和23年法律第120号）第３条第２項に規定する機関 

ロ 内閣府設置法第37条及び第54条並びに宮内庁法（昭和22年法律第70号）第16条第１項並びに国家行政組織

法第８条に規定する機関 

ハ 内閣府設置法第39条及び第55条並びに宮内庁法第16条第２項並びに国家行政組織法第８条の２に規定する

機関 

ニ 内閣府設置法第40条及び第56条並びに国家行政組織法第８条の３に規定する機関 

４ 指定地方行政機関 指定行政機関の地方支分部局（内閣府設置法第43条及び第57条（宮内庁法第18条第１項

において準用する場合を含む。）並びに宮内庁法第17条第１項並びに国家行政組織法第９条の地方支分部局を
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いう。）その他の国の地方行政機関で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

５ 指定公共機関 独立行政法人（独立行政法人通則法（平成11年法律第103号）第２条第１項に規定する独立

行政法人をいう。）、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送、通信

その他の公益的事業を営む法人で、内閣総理大臣が指定するものをいう。 

６ 指定地方公共機関 地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第２条第１項に規定

する地方独立行政法人をいう。）及び港湾法（昭和25年法律第218号）第４条第１項の港湾局、土地改良法（昭

和24年法律第195号）第５条第１項の土地改良区その他の公共的施設の管理者並びに都道府県の地域において

電気、ガス、輸送、通信その他の公益的事業を営む法人で、当該都道府県の知事が指定するものをいう。 

７ 防災計画 防災基本計画及び防災業務計画並びに地域防災計画をいう。 

８ 防災基本計画 中央防災会議が作成する防災に関する基本的な計画をいう。 

９ 防災業務計画 指定行政機関の長（当該指定行政機関が内閣府設置法第49条第１項若しくは第２項若しくは

国家行政組織法第３条第２項の委員会若しくは第３号ロに掲げる機関又は同号ニに掲げる機関のうち合議制の

ものである場合にあっては、当該指定行政機関。第12条第８項、第28条の３第６項第３号及び第28条の６第２

項を除き、以下同じ。）又は指定公共機関（指定行政機関の長又は指定公共機関から委任された事務又は業務

については、当該委任を受けた指定地方行政機関の長又は指定地方公共機関）が防災基本計画に基づきその所

掌事務又は業務について作成する防災に関する計画をいう。 

10 地域防災計画 一定地域に係る防災に関する計画で、次に掲げるものをいう。 

イ 都道府県地域防災計画 都道府県の地域につき、当該都道府県の都道府県防災会議が作成するもの 

ロ 市町村地域防災計画 市町村の地域につき、当該市町村の市町村防災会議又は市町村長が作成するもの 

ハ 都道府県相互間地域防災計画 ２以上の都道府県の区域の全部又は一部にわたる地域につき、都道府県防

災会議の協議会が作成するもの 

ニ 市町村相互間地域防災計画 ２以上の市町村の区域の全部又は一部にわたる地域につき、市町村防災会議

の協議会が作成するもの 

（基本理念） 

第２条の２ 災害対策は、次に掲げる事項を基本理念として行われるものとする。 

１ 我が国の自然的特性に鑑み、人口、産業その他の社会経済情勢の変化を踏まえ、災害の発生を常に想定する

とともに、災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な回復を図ること。 

２ 国、地方公共団体及びその他の公共機関の適切な役割分担及び相互の連携協力を確保するとともに、これと

併せて、住民一人一人が自ら行う防災活動及び自主防災組織（住民の隣保協同の精神に基づく自発的な防災組

織をいう。以下同じ。）その他の地域における多様な主体が自発的に行う防災活動を促進すること。 

３ 災害に備えるための措置を適切に組み合わせて一体的に講ずること並びに科学的知見及び過去の災害から得

られた教訓を踏まえて絶えず改善を図ること。 

４ 災害の発生直後その他必要な情報を収集することが困難なときであっても、できる限り的確に災害の状況を

把握し、これに基づき人材、物資その他の必要な資源を適切に配分することにより、人の生命及び身体を最も

優先して保護すること。 

５ 被災者による主体的な取組を阻害することのないよう配慮しつつ、被災者の年齢、性別、障害の有無その他

の被災者の事情を踏まえ、その時期に応じて適切に被災者を援護すること。 

６ 災害が発生したときは、速やかに、施設の復旧及び被災者の援護を図り、災害からの復興を図ること。 

(国の責務) 

第３条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、国土並びに国民の生命、身体及び財

産を災害から保護する使命を有することに鑑み、組織及び機能の全てを挙げて防災に関し万全の措置を講ずる

責務を有する。 

２ 国は、前項の責務を遂行するため、災害予防、災害応急対策及び災害復旧の基本となるべき計画を作成し、

及び法令に基づきこれを実施するとともに、地方公共団体、指定公共機関、指定地方公共機関等が処理する防

災に関する事務又は業務の実施の推進とその総合調整を行ない、及び災害に係る経費負担の適正化を図らなけ

ればならない。 

３ 指定行政機関及び指定地方行政機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、第１項に規定する国の責務

が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

４ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、この法律の規定による都道府県及び市町村の地域防災計画

の作成及び実施が円滑に行なわれるように、その所掌事務について、当該都道府県又は市町村に対し、勧告し、

指導し、助言し、その他適切な措置をとらなければならない。 

（都道府県の責務） 

第４条 都道府県は、基本理念にのっとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の生命、身体及び財

産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県の地域に係る防災に

関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、その区域内の市町村及び指定地方公共機関

が処理する防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、その総合調整を行う責務を有する。 

２ 都道府県の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、前項に規定する都道府県の責務が十分に果たさ

れることとなるように、相互に協力しなければならない。 
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（市町村の責務） 

第５条 市町村は、基本理念にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町村の

住民の生命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該市町

村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有する。 

２ 市町村長は、前項の責務を遂行するため、消防機関、水防団その他の組織の整備並びに当該市町村の区域内

の公共的団体その他の防災に関する組織及び自主防災組織の充実を図るほか、住民の自発的な防災活動の促進

を図り、市町村の有する全ての機能を十分に発揮するように努めなければならない。 

３ 消防機関、水防団その他市町村の機関は、その所掌事務を遂行するにあたっては、第１項に規定する市町村

の責務が十分に果たされることとなるように、相互に協力しなければならない。 

（地方公共団体相互の協力） 

第５条の２ 地方公共団体は、第４条第１項及び前条第１項に規定する責務を十分に果たすため必要があるとき

は、相互に協力するように努めなければならない。 

（国及び地方公共団体とボランティアとの連携） 

第５条の３ 国及び地方公共団体は、ボランティアによる防災活動が災害時において果たす役割の重要性に鑑み、

その自主性を尊重しつつ、ボランティアとの連携に努めなければならない。 

（指定公共機関及び指定地方公共機関の責務） 

第６条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、基本理念にのっとり、その業務に係る防災に関する計画を作成

し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、この法律の規定による国、都道府県及び市町村の防災計画の

作成及び実施が円滑に行われるように、その業務について、当該都道府県又は市町村に対し、協力する責務を

有する。 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その業務の公共性又は公益性にかんがみ、それぞれその業務を通じ

て防災に寄与しなければならない。 

（住民等の責務） 

第７条 地方公共団体の区域内の公共的団体、防災上重要な施設の管理者その他法令の規定による防災に関する

責務を有する者は、基本理念にのっとり、法令又は地域防災計画の定めるところにより、誠実にその責務を果

たさなければならない。 

２ 災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資材又は役務の供給又は提供を業とする者は、基本理念に

のっとり、災害時においてもこれらの事業活動を継続的に実施するとともに、当該事業活動に関し、国又は地

方公共団体が実施する防災に関する施策に協力するように努めなければならない。 

３ 前２項に規定するもののほか、地方公共団体の住民は、基本理念にのっとり、食品、飲料水その他の生活必

需物資の備蓄その他の自ら災害に備えるための手段を講ずるとともに、防災訓練その他の自発的な防災活動へ

の参加、過去の災害から得られた教訓の伝承その他の取組により防災に寄与するように努めなければならない。 

（施策における防災上の配慮等） 

第８条 国及び地方公共団体は、その施策が、直接的なものであると間接的なものであるとを問わず、一体とし

て国土並びに国民の生命、身体及び財産の災害をなくすることに寄与することとなるように意を用いなければ

ならない。 

２ 国及び地方公共団体は、災害の発生を予防し、又は災害の拡大を防止するため、特に次に掲げる事項の実施

に努めなければならない。 

一 災害及び災害の防止に関する科学的研究とその成果の実現に関する事項 

二 治山、治水その他の国土の保全に関する事項 

三 建物の不燃堅牢化その他都市の防災構造の改善に関する事項 

四 交通、情報通信等の都市機能の集積に対応する防災対策に関する事項 

五 防災上必要な気象、地象及び水象の観測、予報、情報その他の業務に関する施設及び組織並びに防災上必

要な通信に関する施設及び組織の整備に関する事項 

六 災害の予報及び警報の改善に関する事項 

七 地震予知情報（大規模地震対策特別措置法（昭和53年法律第73号）第２条第３号の地震予知情報をい

う。）を周知させるための方法の改善に関する事項 

八 気象観測網の充実についての国際的協力に関する事項 

九 台風に対する人為的調節その他防災上必要な研究、観測及び情報交換についての国際的協力に関する事項 

十 火山現象等による長期的災害に対する対策に関する事項 

十一 水防、消防、救助その他災害応急措置に関する施設及び組織の整備に関する事項 

十二 地方公共団体の相互応援及び第86条の８第１項に規定する広域一時滞在に関する協定並びに民間の団体

の協力の確保に関する協定の締結に関する事項 

十三 自主防災組織の育成、ボランティアによる防災活動の環境の整備、過去の災害から得られた教訓を伝承

する活動の支援その他国民の自発的な防災活動の促進に関する事項 

十四 被災者の心身の健康の確保、居住の場所の確保その他被災者の保護に関する事項 

十五 高齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者（以下「要配慮者」という。）に対する防災上必

要な措置に関する事項 

十六 海外からの防災に関する支援の受入れに関する事項 
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十七 被災者に対する的確な情報提供及び被災者からの相談に関する事項 

十八 防災上必要な教育及び訓練に関する事項 

十九 防災思想の普及に関する事項 

３ 国及び地方公共団体は、災害が発生したときは、すみやかに、施設の復旧と被災者の救護を図り、災害から

の復興に努めなければならない。 

（政府の措置及び国会に対する報告） 

第９条 政府は、この法律の目的を達成するため必要な法制上、財政上及び金融上の措置を講じなければならな

い。 

２ 政府は、毎年、政令で定めるところにより、防災に関する計画及び防災に関してとった措置の概況を国会に

報告しなければならない。 

（他の法律との関係） 

第10条 防災に関する事務の処理については、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、この法律の定める

ところによる。 

 

第２章 防災に関する組織 

第１節 中央防災会議 

 

（中央防災会議の設置及び所掌事務） 

第11条 内閣府に、中央防災会議を置く。 

２ 中央防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 防災基本計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

二 内閣総理大臣の諮問に応じて防災に関する重要事項を審議すること。 

三 前号に規定する重要事項に関し、内閣総理大臣に意見を述べること。 

四 内閣府設置法第９条第１項に規定する特命担当大臣（同項の規定により命を受けて同法第４条第１項第７

号又は第８号に掲げる事項に関する事務及びこれに関連する同条第３項に規定する事務を掌理するものに限

る。以下「防災担当大臣」という。）がその掌理する事務について行う諮問に応じて防災に関する重要事項

を審議すること。 

五 防災担当大臣が命を受けて掌理する事務に係る前号の重要事項に関し、当該防災担当大臣に意見を述べる

こと。 

六 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

３ 前項第４号の防災担当大臣の諮問に応じて中央防災会議が行う答申は、当該諮問事項に係る事務を掌理する

防災担当大臣に対し行うものとし、当該防災担当大臣が置かれていないときは、内閣総理大臣に対し行うもの

とする。 

４ 内閣総理大臣は、次に掲げる事項については、中央防災会議に諮問しなければならない。 

一 防災の基本方針 

二 防災に関する施策の総合調整で重要なもの 

三 非常災害に際し一時的に必要とする緊急措置の大綱 

四 災害緊急事態の布告 

五 その他内閣総理大臣が必要と認める防災に関する重要事項 

（中央防災会議の組織） 

第12条 中央防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、内閣総理大臣をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 防災担当大臣 

二 防災担当大臣以外の国務大臣、指定公共機関の代表者及び学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が

任命する者 

６ 中央防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 専門委員は、関係行政機関及び指定公共機関の職員並びに学識経験のある者のうちから、内閣総理大臣が任

命する。 

８ 中央防災会議に、幹事を置き、内閣官房の職員又は指定行政機関の長（国務大臣を除く。）若しくはその職

員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

９ 幹事は、中央防災会議の所掌事務について、会長及び委員を助ける。 

10 前各項に定めるもののほか、中央防災会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める。 

（関係行政機関等に対する協力要求等） 

第13条 中央防災会議は、その所掌事務に関し、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の

長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料の提出、意見の

表明その他必要な協力を求めることができる。 
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２ 中央防災会議は、その所掌事務の遂行について、地方防災会議（都道府県防災会議又は市町村防災会議をい

う。以下同じ。）又は地方防災会議の協議会（都道府県防災会議の協議会又は市町村防災会議の協議会をいう。

以下同じ。）に対し、必要な勧告をすることができる。 

 

第２節 地方防災会議 

 

（都道府県防災会議の設置及び所掌事務） 

第14条 都道府県に、都道府県防災会議を置く。 

２ 都道府県防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 都道府県地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

二 都道府県知事の諮問に応じて当該都道府県の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

三 前号に規定する重要事項に関し、都道府県知事に意見を述べること。 

四 当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害に係る災害復旧に関し、当該都道府県

並びに関係指定地方行政機関、関係市町村、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関相互間の連絡調整

を図ること。 

五 前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

（都道府県防災会議の組織） 

第15条 都道府県防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、当該都道府県の知事をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長又はその指名する職員 

二 当該都道府県を警備区域とする陸上自衛隊の方面総監又はその指名する部隊若しくは機関の長 

三 当該都道府県の教育委員会の教育長 

四 警視総監又は当該道府県の道府県警察本部長 

五 当該都道府県の知事がその部内の職員のうちから指名する者 

六 当該都道府県の区域内の市町村の市町村長及び消防機関の長のうちから当該都道府県の知事が任命する者 

七 当該都道府県の地域において業務を行う指定公共機関又は指定地方公共機関の役員又は職員のうちから当

該都道府県の知事が任命する者 

八 自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうちから当該都道府県の知事が任命する者 

６ 都道府県防災会議に、専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

７ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、当該都道府県の職員、当該都道府県の区域内の市町村の職員、関係

指定公共機関の職員、関係指定地方公共機関の職員及び学識経験のある者のうちから、当該都道府県の知事が

任命する。 

８ 前各項に定めるもののほか、都道府県防災会議の組織及び運営に関し必要な事項は、政令で定める基準に従

い、当該都道府県の条例で定める。 

（市町村防災会議） 

第16条 市町村に、当該市町村の地域に係る地域防災計画を作成し、及びその実施を推進するほか、市町村長の

諮問に応じて当該市町村の地域に係る防災に関する重要事項を審議するため、市町村防災会議を置く。 

２ 前項に規定するもののほか、市町村は、協議により規約を定め、共同して市町村防災会議を設置することが

できる。 

３ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を共同して設置したときその他市町村防災会議を設置すること

が不適当又は困難であるときは、第１項の規定にかかわらず、市町村防災会議を設置しないことができる。 

４ 市町村は、前項の規定により市町村防災会議を設置しないこととしたとき（第２項の規定により市町村防災

会議を共同して設置したときを除く。）は、速やかにその旨を都道府県知事に報告しなければならない。 

５ 都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、都道府県防災会議の意見を聴くものとし、必要が

あると認めるときは、当該市町村に対し、必要な助言又は勧告をすることができる。 

６ 市町村防災会議の組織及び所掌事務は、都道府県防災会議の組織及び所掌事務の例に準じて、当該市町村の

条例（第２項の規定により設置された市町村防災会議にあっては、規約）で定める。 

（地方防災会議の協議会） 

第17条 都道府県相互の間又は市町村相互の間において、当該都道府県又は市町村の区域の全部又は一部にわた

り都道府県相互間地域防災計画又は市町村相互間地域防災計画を作成することが必要かつ効果的であると認め

るときは、当該都道府県又は市町村は、協議により規約を定め、都道府県防災会議の協議会又は市町村防災会

議の協議会を設置することができる。 

２ 前項の規定により協議会を設置したときは、都道府県防災会議の協議会にあっては内閣総理大臣に、市町村

防災会議の協議会にあっては都道府県知事にそれぞれ届け出なければならない。 

第18条及び第19条 削除 
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（政令への委任） 

第20条 第17条に規定するもののほか、地方防災会議の協議会に関し必要な事項は、政令で定める。 

（関係行政機関等に対する協力要求） 

第21条 都道府県防災会議及び市町村防災会議（地方防災会議の協議会を含む。以下次条において「地方防災会

議等」という。）は、その所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地

方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関

係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明その他必要な協力を求めることができる。 

（地方防災会機等相互の関係） 

第22条 地方防災会議等は、それぞれその所掌事務の遂行について相互に協力しなければならない。 

２ 都道府県防災会議は、その所掌事務の遂行について、市町村防災会議に対し、必要な勧告をすることができ

る。 

（都道府県災害対策本部） 

第23条 都道府県の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、防災の推進を

図るため必要があると認めるときは、都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府

県災害対策本部を設置することができる。 

２ 都道府県災害対策本部の長は、都道府県災害対策本部長とし、都道府県知事をもって充てる。 

３ 都道府県災害対策本部に、都道府県災害対策副本部長、都道府県災害対策本部員その他の職員を置き、当該

都道府県の職員のうちから、当該都道府県の知事が任命する。 

４ 都道府県災害対策本部は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行う。 

一 当該都道府県の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を作成し、並

びに当該方針に沿って災害予防及び災害応急対策を実施すること。 

三 当該都道府県の地域に係る災害予防及び災害応急対策に関し、当該都道府県並びに関係指定地方行政機関、

関係地方公共団体、関係指定公共機関及び関係指定地方公共機関相互間の連絡調整を図ること。 

５ 都道府県知事は、都道府県地域防災計画の定めるところにより、都道府県災害対策本部に、災害地にあって

当該都道府県災害対策本部の事務の一部を行う組織として、都道府県現地災害対策本部を置くことができる。 

６ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県警察又は当該都道府県の教育委員会に対し、当該都道府県の地域

に係る災害予防又は災害応急対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。 

７ 都道府県災害対策本部長は、当該都道府県の地域に係る災害予防又は災害応急対策を的確かつ迅速に実施す

るため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の

執行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表

明その他必要な協力を求めることができる。 

８ 前各項に規定するもののほか、都道府県災害対策本部に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

（市町村災害対策本部） 

第23条の２ 市町村の地域について災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、防災の推進

を図るため必要があると認めるときは、市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害

対策本部を設置することができる。 

２ 市町村災害対策本部の長は、市町村災害対策本部長とし、市町村長をもって充てる。 

３ 市町村災害対策本部に、市町村災害対策副本部長、市町村災害対策本部員その他の職員を置き、当該市町村

の職員又は当該市町村の区域を管轄する消防長若しくはその指名する消防吏員のうちから、当該市町村の市町

村長が任命する。 

４ 市町村災害対策本部は、市町村地域防災計画の定めるところにより、次に掲げる事務を行う。この場合にお

いて、市町村災害対策本部は、必要に応じ、関係指定地方行政機関、関係地方公共団体、関係指定公共機関及

び関係指定地方公共機関との連携の確保に努めなければならない。 

一 当該市町村の地域に係る災害に関する情報を収集すること。 

二 当該市町村の地域に係る災害予防及び災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針を作成し、並び

に当該方針に沿って災害予防及び災害応急対策を実施すること。 

５ 市町村長は、市町村地域防災計画の定めるところにより、市町村災害対策本部に、災害地にあって当該市町

村災害対策本部の事務の一部を行う組織として、市町村現地災害対策本部を置くことができる。 

６ 市町村災害対策本部長は、当該市町村の教育委員会に対し、当該市町村の地域に係る災害予防又は災害応急

対策を実施するため必要な限度において、必要な指示をすることができる。 

７ 前条第７項の規定は、市町村災害対策本部長について準用する。この場合において、同項中「当該都道府県

の」とあるのは、「当該市町村の」と読み替えるものとする。 

８ 前各項に規定するもののほか、市町村災害対策本部に関し必要な事項は、市町村の条例で定める。 

 

第３節 非常災害対策本部及び緊急災害対策本部 

 

（非常災害対策本部の設置） 

第24条 非常災害が発生した場合において、当該災害の規模その他の状況により当該災害に係る災害応急対策を
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推進するため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第40条第２項の規定にかかわ

らず、臨時に内閣府に非常災害対策本部を設置することができる。 

２ 内閣総理大臣は、非常災害対策本部を置いたときは当該本部の名称、所管区域並びに設置の場所及び期間を、

当該本部を廃止したときはその旨を、直ちに、告示しなければならない。 

（非常災害対策本部の組織） 

第25条 非常災害対策本部の長は、非常災害対策本部長とし、国務大臣をもって充てる。 

２ 非常災害対策本部長は、非常災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

３ 非常災害対策本部に、非常災害対策副本部長、非常災害対策本部員その他の職員を置く。 

４ 非常災害対策副本部長は、非常災害対策本部長を助け、非常災害対策本部長に事故があるときは、その職務

を代理する。非常災害対策副本部長が２人以上置かれている場合にあっては、あらかじめ非常災害対策本部長

が定めた順序で、その職務を代理する。 

５ 非常災害対策副本部長、非常災害対策本部員その他の職員は、内閣官房若しくは指定行政機関の職員又は指

定地方行政機関の長若しくはその職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

６ 非常災害対策本部に、当該非常災害対策本部の所管区域にあって当該非常災害対策本部長の定めるところに

より当該非常災害対策本部の事務の一部を行う組織として、非常災害現地対策本部を置くことができる。この

場合においては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第156条第４項の規定は、適用しない。 

７ 内閣総理大臣は、前項の規定により非常災害現地対策本部を置いたときは、これを国会に報告しなければな

らない。 

８ 前条第２項の規定は、非常災害現地対策本部について準用する。 

９ 非常災害現地対策本部に、非常災害現地対策本部長及び非常災害現地対策本部員その他の職員を置く。 

10 非常災害現地対策本部長は、非常災害対策本部長の命を受け、非常災害現地対策本部の事務を掌理する。 

11 非常災害現地対策本部長及び非常災害現地対策本部員その他の職員は、非常災害対策副本部長、非常災害対

策本部員その他の職員のうちから、非常災害対策本部長が指名する者をもって充てる。 

（非常災害対策本部の所掌事務） 

第26条 非常災害対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成に関すること。 

二 所管区域において指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関が防災計画に基づいて実施する災害応急対策の総合調整に関すること。 

三 非常災害に際し必要な緊急の措置の実施に関すること。 

四 第28条の規定により非常災害対策本部長の権限に属する事務 

五 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

（指定行政機関の長の権限の委任） 

第27条 指定行政機関の長は、非常災害対策本部が設置されたときは、災害応急対策に必要な権限の全部又は一

部を当該非常災害対策本部員である当該指定行政機関の職員又は当該指定地方行政機関の長若しくはその職員

に委任することができる。 

２ 指定行政機関の長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。 

（非常災害対策本部長の権限） 

第28条 非常災害対策本部長は、前条の規定により権限を委任された職員の当該非常災害対策本部の所管区域に

おける権限の行使について調整をすることができる。 

２ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施する

ため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係指定地方行政機関の長、地方公共団体の

長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、必要な指示をすることができる。 

３ 非常災害対策本部長は、当該非常災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施する

ため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明

その他必要な協力を求めることができる。 

４ 非常災害対策本部長は、非常災害現地対策本部が置かれたときは、前３項の規定による権限の一部を非常災

害現地対策本部長に委任することができる。 

５ 非常災害対策本部長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。 

（緊急災害対策本部の設置） 

第28条の２ 著しく異常かつ激甚な非常災害が発生した場合において、当該災害に係る災害応急対策を推進する

ため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、内閣府設置法第40条第２項の規定にかかわらず、閣

議にかけて、臨時に内閣府に緊急災告対策本部を設置することができる。 

２ 第24条第２項の規定は、緊急災害対策本部について準用する。 

３ 第１項の規定により緊急災害対策本部が設置された場合において、当該災害に係る非常災害対策本部が既に

設置されているときは、当該非常災害対策本部は廃止されるものとし、緊急災害対策本部が当該非常災害対策

本部の所掌事務を承継するものとする。 

（緊急災害対策本部の組織） 

第28条の３ 緊急災害対策本部の長は、緊急災害対策本部長とし、内閣総理大臣（内閣総理大臣に事故があると
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きは、そのあらかじめ指名する国務大臣）をもって充てる。 

２ 緊急災害対策本部長は、緊急災害対策本部の事務を総括し、所部の職員を指揮監督する。 

３ 緊急災害対策本部に、緊急災害対策副本部長、緊急災害対策本部員その他の職員を置く。 

４ 緊急災害対策副本部長は、国務大臣をもって充てる。 

５ 緊急災害対策副本部長は、緊急災害対策本部長を助け、緊急災害対策本部長に事故があるときは、その職務

を代理する。緊急災害対策副本部長が２人以上置かれている場合にあっては、あらかじめ緊急災害対策本部長

が定めた順序で、その職務を代理する。 

６ 緊急災害対策本部員は、次に掲げる者をもって充てる。 

一 緊急災害対策本部長及び緊急災害対策副本部長以外のすべての国務大臣 

二 内閣危機管理監 

三 副大臣又は国務大臣以外の指定行政機関の長のうちから、内閣総理大臣が任命する者 

７ 緊急災害対策副本部長及び緊急災害対策本部員以外の緊急災害対策本部の職員は、内閣官房若しくは指定行

政機関の職員又は指定地方行政機関の長若しくはその職員のうちから、内閣総理大臣が任命する。 

８ 緊急災害対策本部に、当該緊急災害対策本部の所管区域にあって当該緊急災害対策本部長の定めるところに

より当該緊急災害対策本部の事務の一部を行う組織として、閣議にかけて、緊急災害現地対策本部を置くこと

ができる。 

９ 第25条第６項後段、第７項及び第８項の規定は、緊急災害現地対策本部について準用する。 

10 緊急災害現地対策本部に、緊急災害現地対策本部長及び緊急災害現地対策本部員その他の職員を置く。 

11 緊急災害現地対策本部長は、緊急災害対策本部長の命を受け、緊急災害現地対策本部の事務を掌理する。 

12 緊急災害現地対策本部長及び緊急災害現地対策本部員その他の職員は、緊急災害対策副本部長、緊急災害対

策本部員その他の職員のうちから、緊急災害対策本部長が指名する者をもって充てる。 

（緊急災害対策本部の所掌事務） 

第28条の４ 緊急災害対策本部は、次に掲げる事務をつかさどる。 

一 災害応急対策を的確かつ迅速に実施するための方針の作成に関すること。 

二 所管区域において指定行政機関の長、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定

公共機関及び指定地方公共機関が防災計画に基づいて実施する災害応急対策の総合調整に関すること。 

三 非常災害に際し必要な緊急の措置の実施に関すること。 

四 第28条の６の規定により緊急災害対策本部長の権限に属する事務 

五 前各号に掲げるもののほか、法令の規定によりその権限に属する事務 

（指定行政機関の長の権限の委任） 

第28条の５ 指定行政機関の長は、緊急災害対策本部が設置されたときは、災害応急対策に必要な権限の全部又

は一部を当該緊急災害対策本部の職員である当該指定行政機関の職員又は当該指定地方行政機関の長若しくは

その職員に委任することができる。 

２ 指定行政機関の長は、前項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。 

（緊急災害対策本部長の権限） 

第28条の６ 緊急災害対策本部長は、前条の規定により権限を委任された職員の当該緊急災害対策本部の所管区

域における権限の行使について調整をすることができる。 

２ 緊急災害対策本部長は、当該緊急災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施する

ため特に必要があると認めるときは、その必要な限度において、関係指定行政機関の長及び関係指定地方行政

機関の長並びに前条の規定により権限を委任された当該指定行政機関の職員及び当該指定地方行政機関の職員、

地方公共団体の長その他の執行機関並びに指定公共機関及び指定地方公共機関に対し、必要な指示をすること

ができる。 

３ 緊急災害対策本部長は、当該緊急災害対策本部の所管区域における災害応急対策を的確かつ迅速に実施する

ため必要があると認めるときは、関係行政機関の長及び関係地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執

行機関、指定公共機関及び指定地方公共機関並びにその他の関係者に対し、資料又は情報の提供、意見の表明

その他必要な協力を求めることができる。 

４ 緊急災害対策本部長は、前３項の規定による権限の全部又は一部を緊急災害対策副本部長に委任することが

できる。 

５ 緊急災害対策本部長は、緊急災害現地対策本部が置かれたときは、第１項から第３項までの規定による権限

（第２項の規定による関係指定行政機関の長に対する指示を除く。）の一部を緊急災害現地対策本部長に委任

することができる。 

６ 緊急災害対策本部長は、前２項の規定による委任をしたときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。 

 

第４節 災害時における職員の派遣 

 

（職員の派遣の要請） 

第29条 都道府県知事又は都道府県の委員会若しくは委員（以下「都道府県知事等」という。）は、災害応急対

策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定行政機関の長、指定地方行政機関

の長又は指定公共機関（独立行政法人通則法第２条第２項に規定する特定独立行政法人に限る。以下この節に
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おいて同じ。）に対し、当該指定行政機関、指定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請すること

ができる。 

２ 市町村長又は市町村の委員会若しくは委員（以下「市町村長等」という。）は、災害応急対策又は災害復旧

のため必要があるときは、政令で定めるところにより、指定地方行政機関の長又は指定公共機関（その業務の

内容その他の事情を勘案して市町村の地域に係る災害応急対策又は災害復旧に特に寄与するものとしてそれぞ

れ地域を限って内閣総理大臣が指定するものに限る。次条において「特定公共機関」という。）に対し、当該

指定地方行政機関又は指定公共機関の職員の派遣を要請することができる。 

３ 都道府県又は市町村の委員会又は委員は、前２項の規定により職員の派遣を要請しようとするときは、あら

かじめ、当該都道府県の知事又は当該市町村の市町村長に協議しなければならない。 

（職員の派遣のあっせん） 

第30条 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定める

ところにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、指定行政機関、指定地方行政機関若しくは

指定公共機関又は指定地方行政機関若しくは特定公共機関の職員の派遣についてあっせんを求めることができ

る。 

２ 都道府県知事等又は市町村長等は、災害応急対策又は災害復旧のため必要があるときは、政令で定めるとこ

ろにより、内閣総理大臣又は都道府県知事に対し、それぞれ、地方自治法第252条の17の規定による職員の派

遣について、又は同条の規定による職員の派遣若しくは地方独立行政法人法第91条第１項の規定による職員

（指定地方公共機関である同法第２条第２項に規定する特定地方独立行政法人（次条において「特定地方公共

機関」という。）の職員に限る。）の派遣についてあっせんを求めることができる。 

３ 前条第３項の規定は、前２項の規定によりあっせんを求めようとする場合について準用する。 

（職員の派遣義務） 

第31条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等並びに指定公共機関及び

特定地方公共機関は、前２条の規定による要請又はあっせんがあったときは、その所掌事務又は業務の遂行に

著しい支障のない限り、適任と認める職員を派遣しなければならない。 

（派遣職員の身分取扱い） 

第32条 都道府県又は市町村は、前条又は他の法律の規定により災害応急対策又は災害復旧のため派遣された職

員に対し、政令で定めるところにより、災害派遣手当を支給することができる。 

２ 前項に規定するもののほか、前条の規定により指定行政機関、指定地方行政機関又は指定公共機関から派遣

された職員の身分取扱いに関し必要な事項は、政令で定める。 

（派遣職員に関する資料の提出等） 

第33条 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長、都道府県知事又は指定公共機関は、内閣総理大臣に

対し、第31条の規定による職員の派遣が円滑に行われるよう、定期的に、災害応急対策又は災害復旧に必要な

技術、知識又は経験を有する職員の職種別現員数及びこれらの者の技術、知識又は経験の程度を記載した資料

を提出するとともに、当該資料を相互に交換しなければならない。 

 

第３章 防災計画 

 

（防災基本計画の作成及び公表等） 

第34条 中央防災会議は、防災基本計画を作成するとともに、災害及び災害の防止に関する科学的研究の成果並

びに発生した災害の状況及びこれに対して行なわれた災害応急対策の効果を勘案して毎年防災基本計画に検討

を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。 

２ 中央防災会議は、前項の規定により防災基本計画を作成し、又は修正したときは、すみやかにこれを内閣総

理大臣に報告し、並びに指定行政機関の長、都道府県知事及び指定公共機関に通知するとともに、その要旨を

公表しなければならない。 

第35条 防災基本計画は、次の各号に掲げる事項について定めるものとする。 

一 防災に関する総合的かつ長期的な計画 

二 防災業務計画及び地域防災計画において重点をおくべき事項 

三 前各号に掲げるもののほか、防災業務計画及び地域防災計画の作成の基準となるべき事項で、中央防災会

議が必要と認めるもの 

２ 防災基本計画には、次に掲げる事項に関する資料を添付しなければならない。 

一 国土の現況及び気象の概況 

二 防災上必要な施設及び設備の整備の概況 

三 防災業務に従事する人員の状況 

四 防災上必要な物資の需給の状況 

五 防災上必要な運輸又は通信の状況 

六 前各号に掲げるもののほか、防災に関し中央防災会議が必要と認める事項 

（指定行政機関の防災業務計画） 

第36条 指定行政機関の長は、防災基本計画に基づき、その所掌事務に関し、防災業務計画を作成し、及び毎年

防災業務計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。 
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２ 指定行政機関の長は、前項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正したときは、すみやかにこれを内

閣総理大臣に報告し、並びに都道府県知事及び関係指定公共機関に通知するとともに、その要旨を公表しなけ

ればならない。 

３ 第21条の規定は、指定行政機関の長が第１項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正する場合につい

て準用する。 

第37条 防災業務計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 所掌事務について、防災に関しとるべき措置 

二 前号に掲げるもののほか、所掌事務に関し地域防災計画の作成の基準となるべき事項 

２ 指定行政機関の長は、防災業務計画の作成及び実施にあたっては、他の指定行政機関の長が作成する防災業

務計画との間に調整を図り、防災業務計画が一体的かつ有機的に作成され、及び実施されるように努めなけれ

ばならない。 

（他の法令に基づく計画との関係） 

第38条 指定行政機関の長が他の法令の規定に基づいて作成する次に掲げる防災に関連する計画の防災に関する

部分は、防災基本計画及び防災業務計画と矛盾し、又は抵触するものであってはならない。 

一 国土形成計画法（昭和25年法律第205号）第２条第１項に規定する国土形成計画 

二 森林法（昭和26年法律第249号）第４条第１項に規定する全国森林計画及び同条第５項に規定する森林整

備保全事業計画 

三 特殊土壌地帯災害防除及び振興臨時措置法（昭和27年法律第96号）第３条第１項に規定する災害防除に関

する事業計画 

四 保安林整備臨時措置法（昭和29年法律第84号）第２条第１項に規定する保安林整備計画 

五 首都圏整備法（昭和31年法律第83号）第２条第２項に規定する首都圏整備計画 

六 特定多目的ダム法（昭和32年法律第35号）第４条第１項に規定する多目的ダムの建設に関する基本計画 

七 台風常襲地帯における災害の防除に関する特別措置法（昭和33年法律第72号）第２条第２項に規定する災

害防除事業５箇年計画 

八 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第３条第１項に規定する豪雪地帯対策基本計画 

九 近畿圏整備法（昭和38年法律第129号）第２条第２項に規定する近畿圏整備計画 

十 中部圏開発整備法（昭和41年法律第102号）第２条第２項に規定する中部圏開発整備計画 

十一 海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭和45年法律第136号）第43条の５第１項に規定する排 

出油等の防除に関する計画 

十二 社会資本整備重点計画法（平成15年法律第20号）第２条第１項に規定する社会資本整備重点計画 

十三 前各号に掲げるもののほか、政令で定める計画 

（指定公共機関の防災業務計画） 

第39条 指定公共機関は、防災基本計画に基づき、その業務に関し、防災業務計画を作成し、及び毎年防災業務

計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。 

２ 指定公共機関は、前項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正したときは、速やかに当該指定公共機

関を所管する大臣を経由して内閣総理大臣に報告し、及び関係都道府県知事に通知するとともに、その要旨を

公表しなければならない。 

３ 第21条の規定は、指定公共機関が第１項の規定により防災業務計画を作成し、又は修正する場合について準

用する。 

（都道府県地域防災計画） 

第40条 都道府県防災会議は、防災基本計画に基づき、当該都道府県の地域に係る都道府県地域防災計画を作成

し、及び毎年都道府県地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならな

い。この場合において、当該都道府県地域防災計画は、防災業務計画に抵触するものであってはならない。 

２ 都道府県地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 当該都道府県の地域に係る防災に関し、当該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関、

当該都道府県、当該都道府県の区域内の市町村、指定公共機関、指定地方公共機関及び当該都道府県の区域

内の公共的団体その他防災上重要な施設の管理者（次項において「管轄指定地方行政機関等」という。）の

処理すべき事務又は業務の大綱 

二 当該都道府県の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の災害

予防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救難、救助、

衛生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項別の計画 

三 当該都道府県の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の整

備、備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 

３ 都道府県防災会議は、都道府県地域防災計画を定めるに当たっては、災害が発生した場合において管轄指定

地方行政機関等が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配慮するものとする。 

４ 都道府県防災会議は、第１項の規定により都道府県地域防災計画を作成し、又は修正したときは、速やかに

これを内閣総理大臣に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、前項の規定により都道府県地域防災計画について報告を受けたときは、中央防災会議の意

見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該都道府県防災会議に対し、必要な助言又は勧告をするこ
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とができる。 

第41条 都道府県が他の法令の規定に基づいて作成し、又は協議する次に掲げる防災に関する計画又は防災に関

連する計画の防災に関する部分は、防災基本計画、防災業務計画又は都道府県地域防災計画と矛盾し、又は抵

触するものであってはならない。 

一 水防法（昭和24年法律第193号）第７条第１項及び第５項に規定する都道府県の水防計画並びに同法第33

条第１項に規定する指定管理団体の水防計画 

二 離島振興法（昭和28年法律第72号）第４条第１項に規定する離島振興計画 

三 海岸法（昭和31年法律第101号）第２条の３第１項の海岸保全基本計画 

四 地すべり等防止法（昭和33年法律第30号）第９条に規定する地すべり防止工事に関する基本計画 

五 活動火山対策特別措置法（昭和48年法律第61号）第３条第１項に規定する避難施設緊急整備計画並びに同

法第８条第１項に規定する防災営農施設整備計画、同条第２項に規定する防災林業経営施設整備計画及び同

条第３項に規定する防災漁業経営施設整備計画 

六 地震防災対策強化地域における地震対策緊急整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律（昭和55

年法律第63号）第２条第１項に規定する地震対策緊急整備事業計画 

七 半島振興法（昭和60年法律第63号）第３条第１項に規定する半島振興計画 

八 前各号に掲げるもののほか、政令で定める計画 

（市町村地域防災計画） 

第42条 市町村防災会議（市町村防災会議を設置しない市町村にあっては、当該市町村の市町村長。以下この条

において同じ。）は、防災基本計画に基づき、当該市町村の地域に係る市町村地域防災計画を作成し、及び毎

年市町村地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければならない。この場合

において、当該市町村地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道府県の都道府県地域防災

計画に抵触するものであってはならない。 

２ 市町村地域防災計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 当該市町村の地域に係る防災に関し、当該市町村及び当該市町村の区域内の公共的団体その他防災上重要

な施設の管理者（次項において「当該市町村等」という。）の処理すべき事務又は業務の大綱 

二 当該市町村の地域に係る防災施設の新設又は改良、防災のための調査研究、教育及び訓練その他の災害予

防、情報の収集及び伝達、災害に関する予報又は警報の発令及び伝達、避難、消火、水防、救難、救助、衛

生その他の災害応急対策並びに災害復旧に関する事項別の計画 

三 当該市町村の地域に係る災害に関する前号に掲げる措置に要する労務、施設、設備、物資、資金等の整備、

備蓄、調達、配分、輸送、通信等に関する計画 

３ 市町村地域防災計画は、前項各号に掲げるもののほか、市町村内の一定の地区内の居住者及び当該地区に事

業所を有する事業者（以下この項及び次条において「地区居住者等」という。）が共同して行う防災訓練、地

区居住者等による防災活動に必要な物資及び資材の備蓄、災害が発生した場合における地区居住者等の相互の

支援その他の当該地区における防災活動に関する計画（同条において「地区防災計画」という。）について定

めることができる。 

４ 市町村防災会議は、市町村地域防災計画を定めるに当たっては、災害が発生した場合において当該市町村等

が円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援することができるよう配慮するものとする。 

５ 市町村防災会議は、第１項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正したときは、速やかにこれ

を都道府県知事に報告するとともに、その要旨を公表しなければならない。 

６ 都道府県知事は、前項の規定により市町村地域防災計画について報告を受けたときは、都道府県防災会議の

意見を聴くものとし、必要があると認めるときは、当該市町村防災会議に対し、必要な助言又は勧告をするこ

とができる。 

７ 第21条の規定は、市町村長が第１項の規定により市町村地域防災計画を作成し、又は修正する場合について

準用する。 

第42条の２ 地区居住者等は、共同して、市町村防災会議に対し、市町村地域防災計画に地区防災計画を定める

ことを提案することができる。この場合においては、当該提案に係る地区防災計画の素案を添えなければなら

ない。 

２ 前項の規定による提案（以下この条において「計画提案」という。）は、当該計画提案に係る地区防災計画

の素案の内容が、市町村地域防災計画に抵触するものでない場合に、内閣府令で定めるところにより行うもの

とする。 

３ 市町村防災会議は、計画提案が行われたときは、遅滞なく、当該計画提案を踏まえて市町村地域防災計画に

地区防災計画を定める必要があるかどうかを判断し、その必要があると認めるときは、市町村地域防災計画に

地区防災計画を定めなければならない。 

４ 市町村防災会議は、前項の規定により同項の判断をした結果、計画提案を踏まえて市町村地域防災計画に地

区防災計画を定める必要がないと決定したときは、遅滞なく、その旨及びその理由を、当該計画提案をした地

区居住者等に通知しなければならない。 

５ 市町村地域防災計画に地区防災計画が定められた場合においては、当該地区防災計画に係る地区居住者等は、

当該地区防災計画に従い、防災活動を実施するように努めなければならない。 
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（都道府県相互間地域防災計画） 

第43条 都道府県防災会議の協議会は、防災基本計画に基づき、当該地域に係る都道府県相互間地域防災計画を

作成し、及び毎年都道府県相互間地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなけ

ればならない。この場合において、当該都道府県相互間地域防災計画は、防災業務計画に抵触するものであっ

てはならない。 

２ 都道府県相互間地域防災計画は、第40条第２項各号に掲げる事項の全部又は一部について定めるものとする。 

３ 第40条第３項から第５項までの規定は、都道府県相互間地域防災計画について準用する。この場合において、

これらの規定中「都道府県防災会議」とあるのは、「都道府県防災会議の協議会」と読み替えるものとする。 

（市町村相互間地域防災計画） 

第44条 市町村防災会議の協議会は、防災基本計画に基づき、当該地域に係る市町村相互間地域防災計画を作成

し、及び毎年市町村相互間地域防災計画に検討を加え、必要があると認めるときは、これを修正しなければな

らない。この場合において、当該市町村相互間地域防災計画は、防災業務計画又は当該市町村を包括する都道

府県の都道府県地域防災計画に抵触するものであってはならない。 

２ 市町村相互間地域防災計画は、第42条第２項各号に掲げる事項の全部又は一部について定めるものとする。 

３ 第42条第４項から第６項までの規定は、市町村相互間地域防災計画について準用する。この場合において、

これらの規定中「市町村防災会議」とあるのは、「市町村防災会議の協議会」と読み替えるものとする。 

（地域防災計画の実施の推進のための要請等） 

第45条 地方防災会議の会長又は地方防災会議の協議会の代表者は、地域防災計画の的確かつ円滑な実施を推進

するため必要があると認めるときは、都道府県防災会議又はその協議会にあっては当該都道府県の区域の全部

又は一部を管轄する指定地方行政機関の長、当該都道府県及びその区域内の市町村の長その他の執行機関、指

定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者その他の関係者に対し、市町村防災会議又はそ

の協議会にあっては当該市町村の長その他の執行機関及び当該市町村の区域内の公共的団体並びに防災上重要

な施設の管理者その他の関係者に対し、これらの者が当該防災計画に基づき処理すべき事務又は業務について、

それぞれ、必要な要請、勧告又は指示をすることができる。 

２ 地方防災会議の会長又は地方防災会議の協議会の代表者は、都道府県防災会議又はその協議会にあっては当

該都道府県の区域の全部又は一部を管轄する指定地方行政機関の長、当該都道府県及びその区域内の市町村の

長その他の執行機関、指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者その他の関係者に対し、

市町村防災会議又はその協議会にあっては当該市町村の長その他の執行機関及び当該市町村の区域内の公共的

団体並びに防災上重要な施設の管理者その他の関係者に対し、それぞれ、地域防災計画の実施状況について、

報告又は資料の提出を求めることができる。 

 

第４章 災害予防 

第１節 通 則 

 

（災害予防及びその実施責任） 

第46条 災害予防は、次に掲げる事項について、災害の発生又は拡大を未然に防止するために行うものとする。 

一 防災に関する組織の整備に関する事項 

二 防災に関する教育及び訓練に関する事項 

三 防災に関する物資及び資材の備蓄、整備及び点検に関する事項 

四 防災に関する施設及び設備の整備及び点検に関する事項 

五 災害が発生した場合における相互応援の円滑な実施及び民間の団体の協力の確保のためにあらかじめ講ず

べき措置に関する事項 

六 要配慮者の生命又は身体を災害から保護するためにあらかじめ構図べき措置に関する事項 

七 前各号に掲げるもののほか、災害が発生した場合における災害応急対策の実施の支障となるべき状態等の

改善に関する事項 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定

地方公共機関その他法令の規定により災害予防の実施について責任を有する者は、法令又は防災計画の定める

ところにより、災害予防を実施しなければならない。 

（防災に関する組織の整備義務） 

第47条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び

指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下この章において「災害予防責任者」と

いう。）は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ、その所掌事務又は業務について、災害を予

測し、予報し、又は災害に関する情報を迅速に伝達するため必要な組織を整備するとともに、絶えずその改善

に努めなければならない。 

２ 前項に規定するもののほか、災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ、防災

業務計画又は地域防災計画を的確かつ円滑に実施するため、防災に関する組織を整備するとともに、防災に関

する事務又は業務に従事する職員の配置及び服務の基準を定めなければならない。 

（防災教育の実施） 

第47条の２ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ又は他の災害予防責任者と
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共同して、その所掌事務又は業務について、防災教育の実施に努めなければならない。 

２ 災害予防責任者は、前項の防災教育を行おうとするときは、教育機関その他の関係のある公私の団体に協力

を求めることができる。 

（防災訓練義務） 

第48条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、それぞれ又は他の災害予防責任者と共同

して、防災訓練を行なわなければならない。 

２ 都道府県公安委員会は、前項の防災訓練の効果的な実施を図るため特に必要があると認めるときは、政令で

定めるところにより、当該防災訓練の実施に必要な限度で、区域又は道路の区間を指定して、歩行者又は車両

の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。 

３ 災害予防責任者の属する機関の職員その他の従業員又は災害予防責任者の使用人その他の従業者は、防災計

画及び災害予防責任者の定めるところにより、第１項の防災訓練に参加しなければならない。 

４ 災害予防責任者は、第１項の防災訓練を行おうとするときは、住民その他関係のある公私の団体に協力を求

めることができる。 

（防災に必要な物資及び資材の備蓄等の義務） 

第49条 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は業務に係る災害応急対

策又は災害復旧に必要な物資及び資材を備蓄し、整備し、若しくは点検し、又はその管理に属する防災に関す

る施設及び設備を整備し、若しくは点検しなければならない。 

（円滑な相互応援の実施のために必要な措置） 

第49条の２ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務又は業務について、災

害応急対策又は災害復旧の実施に際し他の者の応援を受け、又は他の者を応援することを必要とする事態に備

え、相互応援に関する協定の締結、共同防災訓練の実施その他円滑に他の者の応援を受け、又は他の者を応援

するために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（物資供給事業者等の協力を得るために必要な措置） 

第49条の３ 災害予防責任者は、法令又は防災計画の定めるとことにより、その所掌事務又は業務について、災

害応急対策又は災害復旧の実施に際し物資供給事業者等（災害応急対策又は災害復旧に必要な物資若しくは資

材又は役務の供給又は提供を業とする者その他災害応急対策又は災害復旧に関する活動を行う民間の団体をい

う。以下この条において同じ。）の協力を得ることを必要とする事態に備え、協定の締結その他円滑に物資供

給事業者等の協力を得るために必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第２節 指定緊急避難場所及び指定避難所の指定等 

 

（指定緊急避難場所の指定） 

第49条の４ 市町村長は、防災施設の整備の状況、地形、地質その他の状況を総合的に勘案し、必要があると認

めるときは、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合における円滑かつ迅速な避難のための立退きの確

保を図るため、政令で定める異常な現象の種類ごとに、指定緊急避難所として指定しなければならない。 

２ 市町村長は、前項の規定により指定緊急避難場所を指定しようとするときは、当該指定緊急避難場所の管理

者（当該市町村を除く。次条において同じ。）の同意を得なければならない。 

３ 市町村長は、第１項の規定による指定をしたときは、その旨を、都道府県知事に通知するとともに、公示し

なければならない。 

（指定緊急避難場所に関する届出） 

第49条の５ 指定緊急避難場所の管理者は、当該指定緊急避難場所を廃止し、又は改築その他の事由により当該

指定緊急避難場所の現状に政令で定める重要な変更を加えようとするときは、内閣府令で定めるところにより

市町村長に届け出なければならない。 

（指定の取消し） 

第49条の６ 市町村長は、当該指定緊急避難場所が廃止され、又は第49条の４第１項の政令で定める基準に適合

しなくなったと認めるときは、同項の規定による指定を取り消すものとする。 

２ 市町村長は、前項の規定により第49条の４第１項の規定による指定を取り消したときは、その旨を、都道府

県知事に通知するとともに、公示しなければならない。 

（指定避難所の指定） 

第49条の７ 市町村長は、想定される災害の状況、人口の状況その他の状況を勘案し、災害が発生した場合にお

ける適切な避難所（避難のための立退きを行った居住者、滞在者その他の者（以下「居住者等」という。）を

避難のために必要な間滞在させ、又は自らの場所を確保することが困難な被災した住民（以下「被災住民」と

いう。）その他の被災者を一時的に滞在させるための施設をいう。以下同じ。）の確保を図るため、政令で定め

る基準に適合する公共施設その他の施設を指定避難所として指定しなければならない。 

２ 第49条の４第２項及び第３項並びに前２条の規定は、指定避難所について準用する。この場合において、第

49条の４第２項中「前項」とあり、及び同条第３項中「第１項」とあるのは「第49条の７第１項」と、前条中

「第49条の４第１項」とあるのは「次条第１項」と読み替えるものとする。 

３ 都道府県知事は、前項において準用する第49条の４第３項又は前条第２項の規定による通知を受けたときは、

その旨を内閣総理大臣に報告しなければならない。 
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（指定緊急避難場所と指定避難所との関係） 

第49条の８ 指定緊急避難場所と指定避難所とは、相互に兼ねることができる。 

（居住者等に対する周知のための措置） 

第49条の９ 市町村長は、居住者等の円滑な避難のための立退きに資するよう、内閣府令で定めるところにより、

災害に関する情報の伝達方法、指定緊急避難場所及び避難路その他の避難経路に関する事項その他円滑な避難

のための立退きを確保する上で必要な事項を居住者等に周知させるため、これらの事項を記載した印刷物の配

布その他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

 

第３節 避難行動要支援者名簿の作成等 

 

（避難行動要支援者名簿の作成） 

第49条の10 市町村長は、当該市町村に居住する要配慮者のうち、災害が発生し、又は災害が発生するおそれが

ある場合に自ら避難することが困難な者であって、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要す

るもの（以下「避難行動要支援者」という。）の把握に努めるとともに、地域防災計画の定めるところにより、

避難行動要支援者について避難の支援、安否の確認その他の避難行動要支援者の生命又は身体を災害から保護

するために必要な措置（以下「避難支援等」という。）を実施するための基礎とする名簿（以下この条及び次

条第１項において「避難行動要支援者名簿」という。）を作成しておかなければならない。 

２ 避難行動要支援者名簿には、避難行動要支援者に関する次に掲げる事項を記載し、又は記録するものとする。 

 一 氏名 

 二 生年月日 

 三 性別 

 四 住所又は居所 

 五 電話番号その他の連絡先 

 六 避難支援等を必要とする事由 

 七 前各号に掲げるもののほか、避難支援等の実施に関し市町村長が必要と認める事項 

３ 市町村長は、第１項の規定による避難行動要支援者名簿の作成に必要な限度で、その保有する要配慮者の氏

名その他の要配慮者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利

用することができる。 

４ 市町村長は、第１項の規定による避難行動要支援者名簿の作成のため必要があると認めるときは、関係都道

府県知事その他の者に対して、要配慮者に関する情報の提供を求めることができる。 

（名簿情報の利用及び提供） 

第49条の11 市町村長は、避難支援等の実施に必要な限度で、前条第１項の規定により作成した避難行動要支援

者名簿に記載し、又は記録された情報（以下「名簿情報」という。）を、その保有に当たって特定された利用

の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

２ 市町村長は、災害の発生に備え、避難支援等の実施に必要な限度で、地域防災計画の定めるところにより、

消防機関、都道府県警察、民生委員法（昭和23年法律第198号）に定める民生委員、社会福祉法（昭和26年法

律第45号）第109条第１項に規定する市町村社会福祉協議会、自主防災組織その他の避難支援等の実施に携わ

る関係者（次項において「避難支援等関係者」という。）に対し、名簿情報を提供するものとする。ただし、

当該市町村の条例に特別の定めがある場合を除き、名簿情報を提供することについて本人（当該名簿情報に

よって識別される特定の個人をいう。次項において同じ。）の同意が得られない場合は、この限りでない。 

３ 市町村長は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難行動要支援者の生命又は身体を

災害から保護するために特に必要があると認めるときは、避難支援等の実施に必要な限度で、避難支援等関係

者その他の者に対し、名簿情報を提供することができる。この場合においては、名簿情報を提供することにつ

いて本人の同意を得ることを要しない。 

（名簿情報を提供する場合における配慮） 

第49条の12 市町村長は、前条第２項又は第３項の規定により名簿情報を提供するときは、地域防災計画の定め

るところにより、名簿情報の提供を受ける者に対して名簿情報の漏えいの防止のために必要な措置を講ずるよ

う求めることその他の当該名簿情報に係る避難行動要支援者及び第３者の権利利益を保護するために必要な措

置を講ずるよう努めなければならない。 

（秘密保持義務） 

第49条の13 第49条の11第２項若しくは第３項の規定により名簿情報の提供を受けた者（その者が法人である場

合にあっては、その役員）若しくはその職員その他の当該名簿情報を利用して避難支援等の実施に携わる者又

はこれらの者であった者は、正当な理由がなく、当該名簿情報に係る避難行動要支援者に関して知り得た秘密

を漏らしてはならない。 

 

第５章 災害応急対策 

第１節 通 則 
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（災害応急対策及びその実施責任） 

第50条 災害応急対策は、次の各号に掲げる事項について、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に災

害の発生を防禦し、又は応急的救助を行なう等災害の拡大を防止するために行なうものとする。 

一 警報の発令及び伝達並びに避難の勧告又は指示に関する事項 

二 消防、水防その他の応急措置に関する事項 

三 被災者の救難、救助その他保護に関する事項 

四 災害を受けた児童及び生徒の応急の教育に関する事項 

五 施設及び設備の応急の復旧に関する事項 

六 清掃、防疫その他の保健衛生に関する事項 

七 犯罪の予防、交通の規制その他災害地における社会秩序の維持に関する事項 

八 緊急輸送の確保に関する事項 

九 前各号に掲げるもののほか、災害の発生の防禦又は拡大の防止のための措置に関する事項 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び指定

地方公共機関その他法令の規定により災害応急対策の実施の責任を有する者は、法令又は防災計画の定めると

ころにより、災害応急対策に従事する者の安全の確保に十分に配慮して、災害応急対策を実施しなければなら

ない。 

（情報の収集及び伝達等） 

第51条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び

指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者（以下「災害応急対策責任者」という。）は、

法令又は防災計画の定めるところにより、災害に関する情報の収集及び伝達に努めなければならない。 

２ 災害応急対策責任者は、前項の災害に関する情報の収集及び伝達に当たっては、地理空間情報（地理空間情

報活用推進基本法（平成19年法律第63号）第２条第１項に規定する地理空間情報をいう。）の活用に努めなけ

ればならない。 

３ 災害応急対策責任者は、災害に関する情報を共有し、相互に連携して災害応急対策の実施に努めなければな

らない。 

（国民に対する周知） 

第51条の２ 内閣総理大臣は、非常災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、避難のため緊急の

必要があると認めるときは、法令又は防災計画の定めるところにより、予想される災害の事態及びこれに対し

てとるべき措置について、国民に対し周知させる措置をとらなければならない。 

（防災信号） 

第52条 市町村長が災害に関する警報の発令及び伝達、警告並びに避難の勧告及び指示のため使用する防災に関

する信号の種類、内容及び様式又は方法については、他の法令に特別の定めがある場合を除くほか、内閣府令

で定める。 

２ 何人も、みだりに前項の信号又はこれに類似する信号を使用してはならない。 

（被害状況等の報告） 

第53条 市町村は、当該市町村の区域内に災害が発生したときは、政令で定めるところにより、速やかに、当該

災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要を都道府県（都道府県に報告ができない場合にあっては、内

閣総理大臣）に報告しなければならない。 

２ 都道府県は、当該都道府県の区域内に災害が発生したときは、政令で定めるところにより、速やかに、当該

災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

３ 指定公共機関の代表者は、その業務に係る災害が発生したときは、政令で定めるところにより、すみやかに、

当該災害の状況及びこれに対してとられた措置の概要を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

４ 指定行政機関の長は、その所掌事務に係る災害が発生したときは、政令で定めるところにより、すみやかに、

当該災害の状況及びこれに対してとられた措置の概要を内閣総理大臣に報告しなければならない。 

５ 第１項から前項までの規定による報告に係る災害が非常災害であると認められるときは、市町村、都道府県、

指定公共機関の代表者又は指定行政機関の長は、当該非常災害の規模の把握のため必要な情報の収集に特に意

を用いなければならない。 

６ 市町村の区域内に災害が発生した場合において、当該災害の発生により当該市町村が第１項の規定による報

告を行うことができなくなったときは、都道府県は、当該災害に関する情報の収集に特に意を用いなければな

らない。 

７ 都道府県の区域内に災害が発生した場合において、当該災害の発生により当該都道府県が第２項の規定によ

る報告を行うことができなくなったときは、指定行政機関の長は、その所掌事務に係る災害に関する情報の収

集に特に意を用いなければならない。 

８ 内閣総理大臣は、第１項から第４項までの規定による報告を受けたときは、当該報告に係る事項を中央防災

会議に通報するものとする。 

 

第２節 警報の伝達等 
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（発見者の通報義務等） 

第54条 災害が発生するおそれがある異常な現象を発見した者は、遅滞なく、その旨を市町村長又は警察官若し

くは海上保安官に通報しなければならない。 

２ 何人も、前項の通報が最も迅速に到達するように協力しなければならない。 

３ 第１項の通報を受けた警察官又は海上保安官は、その旨をすみやかに市町村長に通報しなければならない。 

４ 第１項又は前項の通報を受けた市町村長は、地域防災計画の定めるところにより、その旨を気象庁その他の

関係機関に通報しなければならない。 

（都道府県知事の通知等） 

第55条 都道府県知事は、法令の規定により、気象庁その他の国の機関から災害に関する予報若しくは警報の通

知を受けたとき、又は自ら災害に関する警報をしたときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、予

想される災害の事態及びこれに対してとるべき措置について、関係指定地方行政機関の長、指定地方公共機関、

市町村長その他の関係者に対し、必要な通知又は要請をするものとする。 

（市町村長の警報の伝達及び警告） 

第56条 市町村長は、法令の規定により災害に関する予報若しくは警報の通知を受けたとき、自ら災害に関する

予報若しくは警報を知つたとき、法令の規定により自ら災害に関する警報をしたとき、又は前条の通知を受け

たときは、地域防災計画の定めるところにより、当該予報若しくは警報又は通知に係る事項を関係機関及び住

民その他関係のある公私の団体に伝達しなければならない。この場合において、必要があると認めるときは、

市町村長は、住民その他関係のある公私の団体に対し、予想される災害の事態及びこれに対してとるべき避難

のための立退きの準備その他の措置について、必要な通知又は警告をすることができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により必要な通知又は警告をするに当たっては、要配慮者が第60条第１項の規定に

よる避難のための立退きの勧告又は指示を受けた場合に円滑に避難のための立退きを行うことができるよう特

に配慮しなければならない。 

（警報の伝達等のための通信設備の優先利用等） 

第57条 前２条の規定による通知、要請、伝達又は警告が緊急を要するものである場合において、その通信のた

め特別の必要があるときは、都道府県知事又は市町村長は、他の法律に特別の定めがある場合を除くほか、政

令で定めるところにより、電気通信事業法（昭和59年法律第86号）第２条第５号に規定する電気通信事業者が

その事業の用に供する電気通信設備を優先的に利用し、若しくは有線電気通信法（昭和28年法律第96号）第３

条第４項第４号に掲げる者が設置する有線電気通信設備若しくは無線設備を使用し、又は放送法（昭和25年法

律第132号）第２条第23号に規定する基幹放送事業者に放送を行うことを求め、若しくはインターネットを利

用した情報の提供に関する事業活動であって政令で定めるものを行う者にインターネットを利用した情報の提

供を行うことを求めることができる。 

 

第３節 事前措置及び避難 

 

（市町村長の出動命令等） 

第58条 市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、法令又は市町村地域防災計画の定めるところにより、

消防機関若しくは水防団に出動の準備をさせ、若しくは出動を命じ、又は消防吏員（当該市町村の職員である

者を除く。）、警察官若しくは海上保安官の出動を求める等災害応急対策責任者に対し、応急措置の実施に必要

な準備をすることを要請し、若しくは求めなければならない。 

（市町村長の事前措置等） 

第59条 市町村長は、災害が発生するおそれがあるときは、災害が発生した場合においてその災害を拡大させる

おそれがあると認められる設備又は物件の占有者、所有者又は管理者に対し、災害の拡大を防止するため必要

な限度において、当該設備又は物件の除去、保安その他必要な措置をとることを指示することができる。 

２ 警察署長又は政令で定める管区海上保安本部の事務所の長（以下この項、第64条及び第66条において「警察

署長等」という。）は、市町村長から要求があったときは、前項に規定する指示を行なうことができる。この

場合において、同項に規定する指示を行なったときは、警察署長等は、直ちに、その旨を市町村長に通知しな

ければならない。 

（市町村長の避難の指示等） 

第60条 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、人の生命又は身体を災害から保護し、その他

災害の拡大を防止するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住者等に対し、

避難のための立退きを勧告し、及び急を要すると認めるときは、これらの者に対し、避難のための立退きを指

示することができる。 

２ 前項の規定により避難のための立退きを勧告し、又は指示する場合において、必要があると認めるときは、

市町村長は、その立退き先として指定緊急避難場所その他の避難場所を指示することができる。 

３ 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、避難のための立退きを行うことによりか

えって人の生命又は身体に危険が及ぶおそれがあると認めるときは、市町村長は、必要と認める地域の居住者

等に対し、屋内での待避その他の屋内における避難のための完全確保に関する措置（以下「屋内での待避等の

安全確保措置」という。）を指示することができる。 

４ 市町村長は、第１項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、若しくは立退き先を指示



資料編 14 その他 
 

 

1428                                           〔魚津防〕 

し、又は前項の規定により屋内での待避等の安全確保措置を指示したときは、速やかに、その旨を都道府県知

事に報告しなければならない。 

５ 市町村長は、避難の必要がなくなったときは、直ちに、その旨を公示しなければならない。前項の規定は、

この場合について準用する。 

６ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生により市町村が

その全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、当該市町村の市町村長が第１項から第３項ま

で及び前項前段の規定により実施すべき措置の全部又は一部を当該市町村長に代わって実施しなければならな

い。 

７ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示し

なければならない。 

８ 第６項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

（警察官等の避難の指示） 

第61条 前条第１項又は第３項の場合において、市町村長が同条第１項に規定する避難のための立退き若しくは

屋内での待避等の安全確保措置を指示することができないと認めるとき、又は市町村長から要求があったとき

は、警察官又は海上保安官は、必要と認める地域の居住者等に対し、避難のための立退き又は屋内での待避等

の安全確保措置を指示することができる。 

２ 前条第２項の規定は、警察官又は海上保安官が前項の規定により避難のための立退きを指示する場合につい

て準用する。 

３ 警察官又は海上保安官は、第１項の規定により避難のための立退き又は屋内での待避等の安全確保措置を指

示したときは、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

４ 前条第４項及び第５項の規定は、前項の通知を受けた市町村長について準用する。 

（指定行政機関の長等による助言） 

第61条の２ 市町村長は、第60条第１項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指示し、又は同条

第３項の規定により屋内での待避等の安全確保措置を指示しようとする場合において、必要があると認めると

きは、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事に対し、当該勧告又は指示に関する

事項について、助言を認めることができる。この場合において、助言を求められた指定行政機関の長若しくは

指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、その所掌事務に関し、必要な助言をするものとする。 

（避難の指示等のための通信設備の優先利用等） 

第61条の３ 第57条の規定は、市町村長が第60条第１項の規定により避難のための立退きを勧告し、若しくは指

示し、又は同条第３項の規定により屋内での待避等の安全確保措置を指示する場合（同条第６項の規定により

都道府県知事が市町村長の事務を代行する場合を含む。）について準用する。 

 

第４節 応急措置等 

 

（市町村の応急措置） 

第62条 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしているときは、法令又

は地域防災計画の定めるところにより、消防、水防、救助その他災害の発生を防禦し、又は災害の拡大を防止

するために必要な応急措置（以下「応急措置」という。）をすみやかに実施しなければならない。 

２ 市町村の委員会又は委員、市町村の区域内の公共的団体及び防災上重要な施設の管理者その他法令の規定に

より応急措置の実施の責任を有する者は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとし

ているときは、地域防災計画の定めるところにより、市町村長の所轄の下にその所掌事務若しくは所掌業務に

係る応急措置を実施し、又は市町村長の実施する応急措置に協力しなければならない。 

（市町村長の警戒区域設定権等） 

第63条 災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体に対する危険を防止

するため特に必要があると認めるときは、市町村長は、警戒区域を設定し、災害応急対策に従事する者以外の

者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当該区域からの退去を命ずることができる。 

２ 前項の場合において、市町村長若しくはその委任を受けて同項に規定する市町村長の職権を行なう市町村の

職員が現場にいないとき、又はこれらの者から要求があったときは、警察官又は海上保安官は、同項に規定す

る市町村長の職権を行なうことができる。この場合において、同項に規定する市町村長の職権を行なつたとき

は、警察官又は海上保安官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

３ 第１項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者がその場にいない場

合に限り、自衛隊法（昭和29年法律第165号）第83条第２項の規定により派遣を命ぜられた同法第８条に規定

する部隊等の自衛官（以下「災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官」という。）の職務の執行について準用す

る。この場合において、第１項に規定する措置をとったときは、当該災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、

直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

４ 第61条の２の規定は、第１項の規定により警戒区域を設定しようとする場合について準用する。 

（応急公用負担等） 

第64条 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、当該市町村の区域内
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の他人の土地、建物その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用する

ことができる。 

２ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、応急

措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物又は物件で当該応急措置の

実施の支障となるもの（以下この条において「工作物等」という。）の除去その他必要な措置をとることがで

きる。この場合において、工作物等を除去したときは、市町村長は、当該工作物等を保管しなければならない。 

３ 市町村長は、前項後段の規定により工作物等を保管したときは、当該工作物等の占有者、所有者その他当該

工作物等について権原を有する者（以下この条において「占有者等」という。）に対し当該工作物等を返還す

るため、政令で定めるところにより、政令で定める事項を公示しなければならない。 

４ 市町村長は、第２項後段の規定により保管した工作物等が滅失し、若しくは破損するおそれがあるとき、又

はその保管に不相当な費用若しくは手数を要するときは、政令で定めるところにより、当該工作物等を売却し、

その売却した代金を保管することができる。 

５ 前３項に規定する工作物等の保管、売却、公示等に要した費用は、当該工作物等の返還を受けるべき占有者

等の負担とし、その費用の徴収については、行政代執行法（昭和23年法律第43号）第５条及び第６条の規定を

準用する。 

６ 第３項に規定する公示の日から起算して６月を経過してもなお第２項後段の規定により保管した工作物等

（第４項の規定により売却した代金を含む。以下この項において同じ。）を返還することができないときは、

当該工作物等の所有権は、当該市町村長の統轄する市町村に帰属する。 

７ 前条第２項の規定は、第１項及び第２項前段の場合について準用する。 

８ 第１項及び第２項前段の規定は、市町村長その他第１項又は第２項前段に規定する市町村長の職権を行うこ

とができる者がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行について準用

する。この場合において、第１項又は第２項前段に規定する措置をとつたときは、当該災害派遣を命ぜられた

部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通知しなければならない。 

９ 警察官、海上保安官又は災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、第７項において準用する前条第２項又は

前項において準用する第２項前段の規定により工作物等を除去したときは、当該工作物等を当該工作物等が設

置されていた場所を管轄する警察署長等又は内閣府令で定める自衛隊法第８条に規定する部隊等の長（以下こ

の条において「自衛隊の部隊等の長」という。）に差し出さなければならない。この場合において、警察署長

等又は自衛隊の部隊等の長は、当該工作物等を保管しなければならない。 

10 前項の規定により警察署長等又は自衛隊の部隊等の長が行う工作物等の保管については、第３項から第６項

までの規定の例によるものとする。ただし、第３項の規定の例により公示した日から起算して６月を経過して

もなお返還することができない工作物等の所有権は、警察署長が保管する工作物等にあっては当該警察署の属

する都道府県に、政令で定める管区海上保安本部の事務所の長又は自衛隊の部隊等の長が保管する工作物等に

あっては国に、それぞれ帰属するものとする。 

第65条 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、

応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、当該市町村の区域内の住民又は当該応急措置を実

施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させることができる。 

２ 第63条第２項の規定は、前項の場合について準用する。 

３ 第１項の規定は、市町村長その他同項に規定する市町村長の職権を行うことができる者がその場にいない場

合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行について準用する。この場合において、同項に

規定する措置をとったときは、当該災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、直ちに、その旨を市町村長に通

知しなければならない。 

（災害時における漂流物等の処理の特例） 

第66条 災害が発生した場合において、水難救護法（明治32年法律第95号）第29条第１項に規定する漂流物又は

沈没品を取り除いたときは、警察署長等は、同項の規定にかかわらず、当該物件を保管することができる。 

２ 水難救護法第２章の規定は、警察署長等が前項の規定により漂流物又は沈没品を保管した場合について準用

する。 

（他の市町村長等に対する応援の要求） 

第67条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急対策を実施するため必

要があると認めるときは、他の市町村の市町村長等に対し、応援を求めることができる。この場合において、

応急措置を実施するための応援を求められた市町村長等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならない。 

２ 前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた市町村長等の指揮の下に行

動するものとする。 

（都道府県知事等に対する応援の要求等） 

第68条 市町村長等は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急対策を実施するため必

要があると認めるときは、都道府県知事等に対し、応援を求め、又は災害応急対策の実施を要請することがで

きる。この場合において、応援を求められ、又は災害応急対策の実施を要請された都道府県知事等は、正当な

理由がない限り、応援又は災害応急対策の実施を拒んではならない。 

（災害派遣の要請の要求等） 

第68条の２ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合におい
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て、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、自衛隊法第83条第１項の規定

による要請（次項において「要請」という。）をするよう求めることができる。この場合において、市町村長

は、その旨及び当該市町村の地域に係る災害の状況を防衛大臣又はその指定する者に通知することができる。 

２ 市町村長は、前項の要求ができない場合には、その旨及び当該市町村の地域に係る災害の状況を防衛大臣又

はその指定する者に通知することができる。この場合において、当該通知を受けた防衛大臣又はその指定する

者は、その事態に照らし特に緊急を要し、要請を待ついとまがないと認められるときは、人命又は財産の保護

のため、要請を待たないで、自衛隊法第８条に規定する部隊等を派遣することができる。 

３ 市町村長は、前２項の通知をしたときは、速やかに、その旨を都道府県知事に通知しなければならない。 

（災害時における事務の委託の手続の特例） 

第69条 市町村は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要がある

と認めるときは、地方自治法第252条の14及び第252条の15の規定にかかわらず、政令で定めるところにより、

その事務又は市町村長等の権限に属する事務の一部を他の地方公共団体に委託して、当該地方公共団体の長そ

の他の執行機関にこれを管理し、及び執行させることができる。 

（都道府県の応急措置） 

第70条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしているときは、

法令又は地域防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措置をすみやかに実施しなければなら

ない。この場合において、都道府県知事は、その区域内の市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわ

れることとなるように努めなければならない。 

２ 都道府県の委員会又は委員は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている

ときは、法令又は地域防災計画の定めるところにより、都道府県知事の所轄の下にその所掌事務に係る応急措

置を実施しなければならない。 

３ 第１項の場合において、応急措置を実施するため、又はその区域内の市町村の実施する応急措置が的確かつ

円滑に行われるようにするため必要があると認めるときは、都道府県知事は、指定行政機関の長若しくは指定

地方行政機関の長又は当該都道府県の他の執行機関、指定公共機関若しくは指定地方公共機関に対し、応急措

置の実施を要請し、又は求めることができる。この場合において、応急措置の実施を要請された指定行政機関

の長又は指定地方行政機関の長は、正当な理由がない限り、応急措置の実施を拒んではならない。 

（都道府県知事の従事命令等） 

第71条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、第50条第１項第４号から第

９号までに掲げる事項について応急措置を実施するため特に必要があると認めるときは、災害救助法（昭和22

年法律第118号）第７条から第10条までの規定の例により、従事命令、協力命令若しくは保管命令を発し、施

設、土地、家屋若しくは物資を管理し、使用し、若しくは収用し、又はその職員に施設、土地、家屋若しくは

物資の所在する場所若しくは物資を保管させる場所に立ち入り検査をさせ、若しくは物資を保管させた者から

必要な報告を取ることができる。 

２ 前項の規定による都道府県知事の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、その一部を市町村長が

行うこととすることができる。 

（都道府県知事の指示等） 

第72条 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわれるよう

にするため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、応急措置の実施について必要な指示をし、又は

他の市町村長を応援すべきことを指示することができる。 

２ 都道府県知事は、当該都道府県の区域内の市町村の実施する災害応急対策（応急措置を除く。以下この項に

おいて同じ。）が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要があると認めるときは、市町村長に対し、

災害応急対策の実施を求め、又は他の市町村長を応援することを求めることができる。 

３ 前２項の規定による都道府県知事の指示又は要求に係る応援に従事する者は、災害応急対策の実施について

は、当該応援を受ける市町村長の指揮の下に行動するものとする。 

（都道府県知事による応急措置の代行） 

第73条 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の発生により市町

村がその全部又は大部分の事務を行なうことができなくなったときは、当該市町村の市町村長が第63条第１項、

第64条第１項及び第２項並びに第65条第１項の規定により実施すべき応急措置の全部又は一部を当該市町村長

に代わって実施しなければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示し

なければならない。 

３ 第１項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

（都道府県知事等に対する応援の要求） 

第74条 都道府県知事等は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、災害応急対策を実施する

ため必要があると認めるときは、他の都道府県の都道府県知事等に対し、応援を求めることができる。この場

合において、応急措置を実施するための応援を求められた都道府県知事等は、正当な理由がない限り、応援を

拒んではならない。 

２ 前項の応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該応援を求めた都道府県知事等の指揮の下

に行動するものとする。この場合において、警察官にあっては、当該応援を求めた都道府県の公安委員会の管
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理の下にその職権を行うものとする。 

（内閣総理大臣による応援の要求等） 

第74条の２ 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、第72条第１項の規定に

よる指示又は同条第２項若しくは前条第１項の規定による要求のみによっては災害応急対策に係る応援が円滑

に実施されないと認めるときは、内閣総理大臣に対し、他の都道府県の知事に対し当該災害が発生した都道府

県の知事（以下この条において「災害発生都道府県知事」という。）又は当該災害が発生した市町村の市町村

長（以下この条において「災害発生市町村長」という。）を応援することを求めるよう求めることができる。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定による要求があった場合において、災害発生都道府県知事及び災害発生市町村

長の実施する災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要があると認めるときは、当該災

害発生都道府県知事以外の都道府県知事に対し、当該災害発生都道府県知事又は当該災害発生市町村長を応援

することを求めることができる。 

３ 内閣総理大臣は、災害が発生した場合であって、災害発生都道府県知事及び災害発生市町村長の実施する災

害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要があると認める場合において、その事態に照ら

し特に緊急を要し、第１項の規定による要求を待ついとまがないと認められるときは、当該要求を待たないで、

当該災害発生都道府県知事以外の都道府県知事に対し、当該災害発生都道府県知事又は当該災害発生市町村長

を応援することを求めることができる。この場合において、内閣総理大臣は、当該災害発生都道府県知事に対

し、速やかにその旨を通知するものとする。 

４ 災害発生都道府県知事以外の都道府県知事は、前２項の規定による内閣総理大臣の要求に応じ応援をする場

合において、災害発生市町村長の実施する災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要が

あると認めるときは、当該都道府県の区域内の市町村の市町村長に対し、当該災害発生市町村長を応援するこ

とを求めることができる。 

５ 第２項又は第３項の規定による内閣総理大臣の要求に係る応援に従事する者は、災害応急対策の実施につい

ては、当該応援を受ける都道府県知事の指揮の下に行動するものとする。 

６ 第４項の規定による都道府県知事の要求に係る応援に従事する者は、災害応急対策の実施については、当該

応援を受ける市町村長の指揮の下に行動するものとする。 

（指定行政機関の長等に対する応援の要求等） 

第74条の３ 第70条第３項に規定するもののほか、都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した

場合において、災害応急対策を実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長又は指定地方行政

機関の長に対し、応援を求め、又は災害応急対策の実施を要請することができる。この場合において、応援を

求められ、又は災害応急対策の実施を要請された指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、正当な理由

がない限り、応援又は災害応急対策の実施を拒んではならない。 

（災害時における事務の委託の手続の特例） 

第75条 都道府県は、当該都道府県の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要が

あると認めるときは、地方自治法第252条の14及び第252条の15の規定にかかわらず、政令で定めるところによ

り、その事務又は都道府県知事等の権限に属する事務の一部を他の都道府県に委託して、当該都道府県の都道

府県知事等にこれを管理し、及び執行させることができる。 

（災害時における交通の規制等） 

第76条 都道府県公安委員会は、当該都道府県又はこれに隣接し若しくは近接する都道府県の地域に係る災害が

発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにする

ため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、道路の区間（災害が発生し、又はまさに

発生しようとしている場所及びこれらの周辺の地域にあっては、区域又は道路の区間）を指定して、緊急通行

車両（道路交通法（昭和35年法律第105号）第39条第１項の緊急自動車その他の車両で災害応急対策の的確か

つ円滑な実施のためその通行を確保することが特に必要なものとして政令で定めるものをいう。次条及び第76

条の３において同じ。）以外の車両の道路における通行を禁止し、又は制限することができる。 

２ 前項の規定による通行の禁止又は制限（以下この項、次条第１項及び第２項並びに第76条の４において「通

行禁止等」という。）が行われたときは、当該通行禁止等を行った都道府県公安委員会及び当該都道府県公安

委員会と管轄区域が隣接し又は近接する都道府県公安委員会は、直ちに、それぞれの都道府県の区域内に在る

者に対し、通行禁止等に係る区域又は道路の区間（次条第４項及び第76条の３第１項において「通行禁止区域

等」という。）その他必要な事項を周知させる措置をとらなければならない。 

第76条の２ 道路の区間に係る通行禁止等が行われたときは、当該道路の区間に在る通行禁止等の対象とされる

車両の運転者は、速やかに、当該車両を当該道路の区間以外の場所へ移動しなければならない。この場合にお

いて、当該車両を速やかに当該道路の区間以外の場所へ移動することが困難なときは、当該車両をできる限り

道路の左側端に沿って駐車する等緊急通行車両の通行の妨害とならない方法により駐車しなければならない。 

２ 区域に係る通行禁止等が行われたときは、当該区域に在る通行禁止等の対象とされる車両の運転者は、速や

かに、当該車両を通路外の場所へ移動しなければならない。この場合において、当該車両を速やかに通路外の

場所へ移動することが困難なときは、当該車両をできる限り通路の左側端に沿って駐車する等緊急通行車両の

通行の妨害とならない方法により駐車しなければならない。 

３ 前２項の規定による駐車については、道路交通法第３章第９節及び第75条の８の規定は、適用しない。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、通行禁止区域等に在る車両の運転者は、警察官の指示を受けたとき
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は、その指示に従って車両を移動し、又は駐車しなければならない。 

５ 第１項、第２項又は前項の規定による車両の移動又は駐車については、前条第１項の規定による車両の通行

の禁止及び制限は、適用しない。 

第76条の３ 警察官は、通行禁止区域等において、車両その他の物件が緊急通行車両の通行の妨害となることに

より災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあると認めるときは、当該車両その他の物件の占有者、

所有者又は管理者に対し、当該車両その他の物件を付近の道路外の場所へ移動することその他当該通行禁止区

域等における緊急通行車両の円滑な通行を確保するため必要な措置をとることを命ずることができる。 

２ 前項の場合において、同項の規定による措置をとることを命ぜられた者が当該措置をとらないとき又はその

命令の相手方が現場にいないために当該措置をとることを命ずることができないときは、警察官は、自ら当該

措置をとることができる。この場合において、警察官は、当該措置をとるためやむを得ない限度において、当

該措置に係る車両その他の物件を破損することができる。 

３ 前２項の規定は、警察官がその場にいない場合に限り、災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の職務の執行

について準用する。この場合において、第１項中「緊急通行車両の通行」とあるのは「自衛隊用緊急通行車両

（自衛隊の使用する緊急通行車両で災害応急対策の実施のため運転中のものをいう。以下この項において同

じ。）の通行」と、「緊急通行車両の円滑な通行」とあるのは「自衛隊用緊急通行車両の円滑な通行」と読み替

えるものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定は、警察官がその場にいない場合に限り、消防吏員の職務の執行について準用する。

この場合において、第１項中「緊急通行車両の通行」とあるのは「消防用緊急通行車両（消防機関の使用する

緊急通行車両で災害応急対策の実施のため運転中のものをいう。以下この項において同じ。）の通行」と、「緊

急通行車両の円滑な通行」とあるのは「消防用緊急通行車両の円滑な通行」と読み替えるものとする。 

５ 第１項（前２項において準用する場合を含む。）の規定による命令に従って行う措置及び第２項（前２項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により行う措置については、第76条第１項の規定による車両の通行の禁

止及び制限並びに前条第１項、第２項及び第４項の規定は、適用しない。 

６ 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官又は消防吏員は、第３項若しくは第４項において準用する第１項の規

定による命令をし、又は第３項若しくは第４項において準用する第２項の規定による措置をとったときは、直

ちに、その旨を、当該命令をし、又は措置をとった場所を管轄する警察署長に通知しなければならない。 

第76条の４ 都道府県公安委員会は、通行禁止等を行うため必要があると認めるときは、道路管理者（高速自動

車国道法（昭和32年法律第79号）第４条第１項に規定する高速自動車国道にあつては国土交通大臣、その他の

道路にあつては道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項に規定する道路管理者をいう。以下同じ。）に対

し、当該通行禁止等を行おうとする道路の区間において、第76条の６第１項の規定による指定若しくは命令を

し、又は同条第３項若しくは第４項の規定による措置をとるべきことを要請することができる。  

２ 会社管理高速道路（道路整備特別措置法（昭和31年法律第７号）第２条第４項に規定する会社（第76条の６

第６項及び第７項において「会社」という。）が同法第４条の規定により維持、修繕及び災害復旧を行う高速

道路（高速道路株式会社法（平成16年法律第99号）第２条第２項 に規定する高速道路をいう。）をいう。第76

条の６において同じ。）の区間について前項の規定による要請をする場合における同項の規定の適用について

は、同項中「道路管理者（高速自動車国道法（昭和32年法律第79号）第４条第１項に規定する高速自動車国道

にあつては国土交通大臣、その他の道路にあつては道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項に規定する

道路管理者をいう。以下同じ。）」とあるのは「独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下この項に

おいて「機構」という。）」と、「第76条の６第１項」とあるのは「第76条の６第５項の規定により会社管理高

速道路の道路管理者に代わつて機構が行う同条第１項」とする。  

３ 公社管理道路（地方道路公社（地方道路公社法（昭和45年法律第82号）第１条の地方道路公社をいう。以下

同じ。）が道路整備特別措置法第14条の規定により維持、修繕及び災害復旧を行い、又は同法第15条第１項の

許可を受けて維持、修繕及び災害復旧を行う道路をいう。第76条の６第８項及び第９項において同じ。）の区

間について第１項の規定による要請をする場合における同項の規定の適用については、同項中「道路管理者

（高速自動車国道法（昭和32年法律第79号）第４条第１項に規定する高速自動車国道にあつては国土交通大臣、

その他の道路にあつては道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項に規定する道路管理者をいう。以下同

じ。）」とあるのは「地方道路公社（第３項に規定する地方道路公社をいう。以下この項において同じ。）」と、

「第76条の６第１項」とあるのは「第76条の６第８項の規定により公社管理道路の道路管理者に代わつて地方

道路公社が行う同条第１項」とする。 

第76条の５ 国家公安委員会は、災害応急対策が的確かつ円滑に行われるようにするため特に必要があると認め

るときは、政令で定めるところにより、関係都道府県公安委員会に対し、通行禁止等に関する事項について指

示することができる。 

（災害時における車両の移動等）  

第76条の６ 道路管理者は、その管理する道路の存する都道府県又はこれに隣接し若しくは近接する都道府県の

地域に係る災害が発生した場合において、道路における車両の通行が停止し、又は著しく停滞し、車両その他

の物件が緊急通行車両の通行の妨害となることにより災害応急対策の実施に著しい支障が生じるおそれがあり、

かつ、緊急通行車両の通行を確保するため緊急の必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、そ

の管理する道路についてその区間を指定して、当該車両その他の物件の占有者、所有者又は管理者（第３項第

３号において「車両等の占有者等」という。）に対し、当該車両その他の物件を付近の道路外の場所へ移動す
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ることその他当該指定をした道路の区間における緊急通行車両の通行を確保するため必要な措置をとることを

命ずることができる。  

２ 道路管理者は、前項の規定による指定をしたときは、直ちに、当該指定をした道路の区間（以下この項にお

いて「指定道路区間」という。）内に在る者に対し、当該指定道路区間を周知させる措置をとらなければなら

ない。  

３ 次に掲げる場合においては、道路管理者は、自ら第１項の規定による措置をとることができる。この場合に

おいて、道路管理者は、当該措置をとるためやむを得ない限度において、当該措置に係る車両その他の物件を

破損することができる。  

一  第１項の規定による措置をとることを命ぜられた者が、当該措置をとらない場合  

二  道路管理者が、第１項の規定による命令の相手方が現場にいないために同項の規定による措置をとるこ 

とを命ずることができない場合  

三  道路管理者が、道路の状況その他の事情により車両等の占有者等に第１項の規定による措置をとらせる 

ことができないと認めて同項の規定による命令をしないこととした場合  

４ 道路管理者は、第１項又は前項の規定による措置をとるためやむを得ない必要があるときは、その必要な限

度において、他人の土地を一時使用し、又は竹木その他の障害物を処分することができる。  

５ 独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構（以下「機構」という。）は、会社管理高速道路の道路管理

者に代わつて、第１項から前項までの規定による権限を行うものとする。  

６ 機構は、前項の規定により会社管理高速道路の道路管理者に代わつてその権限を行つた場合においては、遅

滞なく、その旨を会社に通知しなければならない。  

７ 機構は、第５項の規定により会社管理高速道路の道路管理者に代わつて行う権限に係る事務の一部を会社に

委託しようとするときは、その委託する事務の円滑かつ効率的な実施を確保するため、あらかじめ、会社と協

議し、当該委託する事務の内容及びこれに要する費用の負担の方法を定めておかなければならない。  

８ 地方道路公社は、公社管理道路の道路管理者に代わつて、第１項から第４項までの規定による権限を行うも

のとする。  

９ 第５項の規定により機構が会社管理高速道路の道路管理者に代わつて行う権限は、道路整備特別措置法第25

条第１項 の規定により公告する料金の徴収期間の満了の日までに限り行うことができるものとする。前項の

規定により地方道路公社が公社管理道路の道路管理者に代わつて行う権限についても、同様とする。 

第76条の７ 国土交通大臣は道路法第13条第１項に規定する指定区間外の国道（同法第３条第２号に掲げる一般

国道をいう。）、都道府県道（同法第３条第３号に掲げる都道府県道をいう。）及び市町村道（同法第３条第４

号に掲げる市町村道をいう。以下この条において同じ。）に関し、都道府県知事は地方自治法第252条の19第１

項に規定する指定都市の市道以外の市町村道に関し、緊急通行車両の通行を確保し、災害応急対策が的確かつ

円滑に行われるようにするため特に必要があると認めるときは、政令で定めるところにより、それぞれ当該道

路の道路管理者に対し、前条第１項の規定による指定若しくは命令をし、又は同条第３項若しくは第４項の規

定による措置をとるべきことを指示することができる。  

 

第76条の８ 第76条の６に規定する道路管理者である国土交通大臣の権限及び前条に規定する国土交通大臣の権

限は、政令で定めるところにより、その全部又は一部を地方整備局長又は北海道開発局長に委任することがで

きる。 

（指定行政機関の長等の応急措置） 

第77条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしているとき

は、法令又は防災計画の定めるところにより、その所掌事務に係る応急措置をすみやかに実施するとともに、

都道府県及び市町村の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわれるようにするため、必要な施策を講じなけ

ればならない。 

２ 前項の場合において、応急措置を実施するため必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び指定地方

行政機関の長は、都道府県知事、市町村長又は指定公共機関若しくは指定地方公共機関に対し、応急措置の実

施を要請し、又は指示することができる。 

（指定行政機関の長等の収用等） 

第78条 災害が発生した場合において、第50条第１項第４号から第９号までに掲げる事項について応急措置を実

施するため特に必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、防災業務計画の

定めるところにより、当該応急措置の実施に必要な物資の生産、集荷、販売、配給、保管若しくは輸送を業と

する者に対し、その取り扱う物資の保管を命じ、又は当該応急措置の実施に必要な物資を収用することができ

る。 

２ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、前項の規定により物資の保管を命じ、又は物資を収用する

ため必要があると認めるときは、その職員に物資を保管させる場所又は物資の所在する場所に立ち入り検査を

させることができる。 

３ 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長は、第１項の規定により物資を保管させた者から、必要な報告

を取り、又はその職員に当該物資を保管させてある場所に立ち入り検査をさせることができる。 

（指定行政機関の長等による応急措置の代行） 

第78条の２ 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、災害の発生により市町村及び当該市町村を包括す 
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る都道府県がその全部又は大部分の事務を行うことができなくなったときは、法令又は防災計画の定めるとこ

ろにより、当該市町村の市町村長が第64条第１項及び第２項並びに第65条第１項の規定により実施すべき応急

措置の全部又は一部を当該市町村長に代わって実施しなければならない。 

２ 指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終

了したときは、その旨を公示しなければならない。 

３ 第１項の規定による指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

（通信設備の優先使用権） 

第79条 災害が発生した場合において、その応急措置の実施に必要な通信のため緊急かつ特別の必要があるとき

は、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事若しくは市町村長は、他の法律に特別

の定めがある場合を除くほか、電気通信事業法第２条第５号に規定する電気通信事業者がその事業の用に供す

る電気通信設備を優先的に利用し、又は有線電気通信法第３条第４項第４号に掲げる者が設置する有線電気通

信設備若しくは無線設備を使用することができる。 

（指定公共機関等の応急措置） 

第80条 指定公共機関及び指定地方公共機関は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしているときは、法令

又は防災計画の定めるところにより、その所掌業務に係る応急措置をすみやかに実施するとともに、指定地方

行政機関の長、都道府県知事等及び市町村長等の実施する応急措置が的確かつ円滑に行なわれるようにするた

め、必要な措置を講じなければならない。 

２ 指定公共機関及び指定地方公共機関は、その所掌業務に係る応急措置を実施するため特に必要があると認め

るときは、法令又は防災計画の定めるところにより、指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都

道府県知事若しくは市町村長に対し、労務、施設、設備又は物資の確保について応援を求めることができる。

この場合において、応援を求められた指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事若し

くは市町村長は、正当な理由がない限り応援を拒んではならない。 

（公用令書の交付） 

第81条 第71条又は第78条第１項の規定による処分については、都道府県知事若しくは市町村長又は指定行政機

関の長若しくは指定地方行政機関の長は、それぞれ公用令書を交付して行なわなければならない。 

２ 前項の公用令書には、次の各号に掲げる事項を記載しなければならない。 

一 公用令書の交付を受ける者の氏名及び住所（法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地） 

二 当該処分の根拠となった法律の規定 

三 従事命令にあっては従事すべき業務、場所及び期間、保管命令にあっては保管すべき物資の種類、数量、

保管場所及び期間、施設等の管理、使用又は収用にあっては管理、使用又は収用する施設等の所在する場所

及び当該処分に係る期間又は期日 

３ 前２項に規定するもののほか、公用令書の様式その他公用令書について必要な事項は、政令で定める。 

（損失補償等） 

第82条 国又は地方公共団体は、第64条第１項（同条第８項において準用する場合を含む。）、同条第７項におい

て同条第１項の場合について準用する第63条第２項、第71条、第76条の３第２項後段（同条第３項及び第４項

において準用する場合を含む。）第76条の６第３項後段若しくは第４項又は第78条第１項の規定による処分が

行われたときは、それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償しなければならない。 

２ 機構又は地方道路公社は、第76条の６第５項又は第８項の規定により同条第３項後段又は第４項の規定によ

る処分が行われたときは、前項の規定にかかわらず、それぞれ、当該処分により通常生ずべき損失を補償しな

ければならない。 

３ 都道府県は、第71条の規定による従事命令により応急措置の業務に従事した者に対して、政令で定める基準

に従い、その実費を弁償しなければならない。 

（立入りの要件） 

第83条 第71条の規定により都道府県若しくは市町村の職員が立ち入る場合又は第78条第２項若しくは第３項の

規定により指定行政機関若しくは指定地方行政機関の職員が立ち入る場合においては、当該職員は、あらかじ

め、その旨をその場所の管理者に通知しなければならない。 

２ 前項の場合においては、その職員は、その身分を示す証票を携帯し、かつ、関係人の請求があるときは、こ

れを提示しなければならない。 

（応急措置の業務に従事した者に対する損害補償） 

第84条 市町村長又は警察官、海上保安官若しくは災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官が、第65条第１項（同

条第３項において準用する場合を含む。）の規定又は同条第２項において準用する第63条第２項の規定により、

当該市町村の区域内の住民又は応急措置を実施すべき現場にある者を応急措置の業務に従事させた場合におい

て、当該業務に従事した者がそのため死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったとき

は、当該市町村は、政令で定める基準に従い、条例で定めるところにより、その者又はその者の遺族若しくは

被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。 

２ 都道府県は、第71条の規定による従事命令により応急措置の業務に従事した者がそのため死亡し、負傷し、

若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、政令で定める基準に従い、条例で定めるところによ

り、その者又はその者の遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。 

（被災者の公的徴収金の減免等） 



資料編 14 その他 
 

 

〔魚津防〕                                           1435 

第85条 国は、別に法律で定めるところにより、被災者の国税その他国の徴収金について、軽減若しくは免除又

は徴収猶予その他必要な措置をとることができる。 

２ 地方公共団体は、別に法律で定めるところにより、又は当該地方公共団体の条例で定めるところにより、被

災者の地方税その他地方公共団体の徴収金について、軽減若しくは免除又は徴収猶予その他必要な措置をとる

ことができる。 

（国有財産等の貸付け等の特例） 

第86条 国は、災害が発生した場合における応急措置を実施するため必要があると認める場合において、国有財

産又は国有の物品を貸し付け、又は使用させるときは、別に法律で定めるところにより、その貸付け又は使用

の対価を無償とし、若しくは時価より低く定めることができる。 

２ 地方公共団体は、災害が発生した場合における応急措置を実施するため必要があると認める場合において、

その所有に属する財産又は物品を貸し付け、又は使用させるときは、別に法律で定めるところにより、その貸

付け又は使用の対価を無償とし、若しくは時価より低く定めることができる。 

（避難所等に関する特例） 

第86条の２ 著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該災害に係る避難所又は応急仮設住宅（以下この条に

おいて「避難所等」という。）が著しく不足し、被災者に対して住居を迅速に提供することが特に必要と認め

られるものが発生した場合には、当該災害を政令で指定するものとする。 

２ 前項の規定による指定があったときは、政令で定める区域及び期間において地方公共団体の長が設置する避

難所等については、消防法（昭和23年法律第186号）第17条の規定は、適用しない。 

３ 地方公共団体の長は、前項の規定にかかわらず、消防法に準拠して、同項に規定する避難所等についての消

防の用に供する設備、消防用水及び消火活動上必要な施設の設置及び維持に関する基準を定め、その他当該避

難所等における災害を防止し、及び公共の安全を確保するため必要な措置を講じなければならない。 

（臨時の医療施設に関する特例） 

第86条の３ 著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該災害に係る臨時の医療施設（被災者に対する医療の

提供を行うための臨時の施設をいう。以下この条において同じ。）が著しく不足し、被災者に対して医療を迅

速に提供することが特に必要と認められるものが発生した場合には、当該災害を政令で指定するものとする。 

２ 前項の規定による指定があったときは、政令で定める区域及び期間において地方公共団体の長が開設する臨

時の医療施設については、医療法（昭和23年法律第205号）第４章の規定は、適用しない。 

３ 前条第２項及び第３項の規定は、第１項の規定による指定があった場合において、前項に規定する臨時の医

療施設について準用する。 

（埋葬及び火葬の特例） 

第86条の４ 著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該災害により埋葬又は火葬を円滑に行うことが困難と

なったため、公衆衛生上の危害の発生を防止するため緊急の必要があると認められるものが発生した場合には、

当該災害を政令で指定するものとする。 

２ 厚生労働大臣は、前項の規定による指定があったときは、政令で定めるところにより、厚生労働大臣の定め

る期間に限り、墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第48号）第５条及び第14条に規定する手続きの特例

を定めることができる。 

（廃棄物処理の特例） 

第86条の５ 著しく異常かつ激甚な非常災害であって、当該災害による生活環境の悪化を防止することが特に必

要と認められるものが発生した場合には、当該災害を政令で指定するものとする。 

２ 環境大臣は、前項の規定による指定があったときは、期間を限り、廃棄物（廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和45年法律第137号。以下この条において「廃棄物処理法」という。）第２条第１項に規定する廃棄物

という。以下この条において同じ。）の処理を迅速に行わなければならない地域を廃棄物処理特例地域として

指定することができる。 

３ 環境大臣は、前項の規定により廃棄物処理特例地域を指定したときは、廃棄物処理特例地域において適用す

る廃棄物の収集、運搬及び処分（再生を含む。以下この条において同じ。）に関する基準並びに廃棄物の収集、

運搬又は処分を市町村以外の者に委託する場合の基準を定めるものとする。この場合において、これらの基準

（以下この条において「廃棄物処理特例基準」という。）は、廃棄物処理法第６条の２第２項及び第３項、第

12条第１項並びに第12条の２第１項に規定する基準とみなす。 

４ 廃棄物処理特例地域において地方公共団体の委託を受けて廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う者は、

廃棄物処理法第７条第１項若しくは第６項、第14条第１項若しくは第６項又は第14条の４第１項若しくは第６

項の規定にかかわらず、これらの規定による許可を受けないで、当該委託に係る廃棄物の収集、運搬又は処分

を業として行うことができる。 

５ 前項の場合において、地方公共団体の長は、同項の規定により廃棄物の収集、運搬又は処分を業として行う

者により廃棄物処理特例基準に適合しない廃棄物の収集、運搬又は処分が行われたときは、その者に対し、期

限を定めて、当該廃棄物の収集、運搬又は処分の方法の変更その他必要な措置を講ずべきことを指示すること

ができる。 

６ 環境大臣は、第２項の規定により廃棄物処理特例地域を指定し、又は第３項の規定により廃棄物処理特例基

準を定めたときは、その旨を告示しなければならない。 
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第５節 被災者の保護 

第１款 生活環境の整備 

 

（避難所における生活環境の整備等） 

第86条の６ 災害応急対策責任者は、災害が発生したときは、法令又は防災計画の定めるところにより、遅滞な

く、避難所を供与するとともに、当該避難所に係る必要な安全性及び良好な居住性の確保、当該避難所におけ

る食糧、衣料、医薬品その他の生活関連物資の配布及び保健医療サービスの提供その他避難所に滞在する被災

者の生活環境の整備に必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（避難所以外の場所に滞在する被災者についての配慮） 

第86条の７ 災害応急対策責任者は、やむを得ない理由により避難所に滞在することができない被災者に対して

も、必要な生活関連物資の配布、保健医療サービスの提供、情報の提供その他これらの者の生活環境の整備に

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

第２款 広域一時滞在 

 

（広域一時滞在の協議等） 

第86条の８ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生し、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護

し、又は居住の場所を確保することが困難な場合において、当該被災住民について同一都道府県内の他の市町

村の区域における一時的な滞在（以下「広域一時滞在」という。）の必要があると認めるときは、当該被災住

民の受入れについて、当該他の市町村の市町村長に協議することができる。 

２ 市町村長は、前項の規定により協議しようとするときは、あらかじめ、その旨を都道府県知事に報告しなけ

ればならない。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告すること

をもって足りる。 

３ 第１項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「協議先市町村長」という。）は、被

災住民を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、被災住民を受け入れるものとする。この場

合において、協議先市町村長は、広域一時滞在の用に供するため、受け入れた被災住民に対し避難所を提供し

なければならない。 

４ 第１項の場合において、協議先市町村長は、当該市町村の区域において被災住民を受け入れるべき避難所を

決定し、直ちに、その内容を当該避難所を管理する者その他の内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

５ 協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その内容を第１項の規定により協議し

た市町村長（以下この条において「協議元市町村長」という。）に通知しなければならない。 

６ 協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示し、及び内閣府令で

定める者に通知するとともに、都道府県知事に報告しなければならない。 

７ 第１項の場合において、協議元市町村長は、広域一時滞在の必要がなくなったと認めるときは、速やかに、

その旨を協議先市町村長及び前項の内閣府令で定める者に通知し、並びに公示するとともに、都道府県知事に

報告しなければならない。 

８ 協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を第４項の内閣府令で定める

者に通知しなければならない。 

（都道府県外広域一時滞在の協議等） 

第86条の９ 前条第１項に規定する場合において、市町村長は、都道府県知事と協議を行い、被災住民について

他の都道府県の区域における一時的な滞在（以下「都道府県外広域一時滞在」という。）の必要があると認め

るときは、都道府県知事に対し、当該他の都道府県の知事と当該被災住民の受入れについて協議することを求

めることができる。 

２ 前項の規定による要求があったときは、都道府県知事は、被災住民の受入れについて、当該他の都道府県の

知事に協議しなければならない。 

３ 都道府県知事は、前項の規定により協議しようとするときは、あらかじめ、その旨を内閣総理大臣に報告し

なければならない。ただし、あらかじめ報告することが困難なときは、協議の開始の後、遅滞なく、報告する

ことをもって足りる。 

４ 第２項の場合において、協議を受けた都道府県知事（以下この条において「協議先都道府県知事」とい

う。）は、被災住民の受入れについて、関係市町村長と協議しなければならない。 

５ 前項の場合において、協議を受けた市町村長（以下この条において「都道府県外協議先市町村長」とい

う。）は、被災住民を受け入れないことについて正当な理由がある場合を除き、被災住民を受け入れるものと

する。この場合において、都道府県外協議先市町村長は、都道府県外広域一時滞在の用に供するため、受け入

れた被災住民に対し避難所を提供しなければならない。 

６ 第４項の場合において、都道府県外協議先市町村長は、当該市町村の区域において被災住民を受け入れるべ

き避難所を決定し、直ちに、その内容を当該避難所を管理する者その他の内閣府令で定める者に通知しなけれ

ばならない。 

７ 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による決定をしたときは、速やかに、その内容を協議先都道府県

知事に報告しなければならない。 

８ 協議先都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その内容を第２項の規定により



資料編 14 その他 
 

 

〔魚津防〕                                           1437 

協議した都道府県知事（以下この条において「協議元都道府県知事」という。）に通知しなければならない。 

９ 協議元都道府県知事は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を第１項の規定により

協議することを求めた市町村長（以下この条において「都道府県外協議元市町村長」という。）に通知すると

ともに、内閣総理大臣に報告しなければならない。 

10 都道府県外協議元市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その内容を公示するとと

もに、内閣府令で定める者に通知しなければならない。 

11 第１項の場合において、都道府県外協議元市町村長は、都道府県外広域一時滞在の必要がなくなったと認め

るときは、速やかに、その旨を協議元都道府県知事に報告し、及び公示するとともに、前項の内閣府令で定め

る者に通知しなければならない。 

12 協議元都道府県知事は、前項の規定による報告を受けたときは、速やかに、その旨を協議先都道府県知事に

通知するとともに、内閣総理大臣に報告しなければならない。 

13 協議先都道府県知事は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を都道府県外協議先市町

村長に通知しなければならない。 

14 都道府県外協議先市町村長は、前項の規定による通知を受けたときは、速やかに、その旨を第６項の内閣府

令で定める者に通知しなければならない。 

（都道府県知事による広域一時滞在の協議等の代行） 

第86条の10 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、当該災害の発生により市町村がその全

部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合であって、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護

し、又は居住の場所を確保することが困難な場合において、当該被災住民について広域一時滞在の必要がある

と認めるときは、当該市町村の市町村長が第86条の８第１項及び第５項から第７項までの規定により実施すべ

き措置（同条第６項及び第７項の規定による報告を除く。）の全部又は一部を当該市町村長に代わって実施し

なければならない。 

２ 都道府県知事は、前項の規定により市町村長の事務の代行を開始し、又は終了したときは、その旨を公示し

なければならない。 

３ 第１項の規定による都道府県知事の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

（都道府県外広域一時滞在の協議等の特例） 

第86条の11 都道府県知事は、当該都道府県の地域に係る災害が発生し、当該災害の発生により市町村がその全

部又は大部分の事務を行うことができなくなった場合であって、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護

し、又は居住の場所を確保することが困難な場合において、当該被災住民について都道府県外広域一時滞在の

必要があると認めるときは、第86条の９第１項の規定による要求がない場合であっても、同条第２項の規定に

よる協議をすることができる。この場合において、同条第９項中「第１項の規定により協議することを求めた

市町村長（以下この条において「都道府県外協議元市町村長」という。）」とあるのは「公示し、及び内閣府令

で定める者」と、同条第11項中「第１項」とあるのは「第86条の11前段」と、「都道府県外協議元市町村長」

とあるのは「協議元都道府県知事」と、「協議元都道府県知事に報告し、及び」とあるのは「協議先都道府県

知事及び同条後段の規定により読み替えて適用する第９項の内閣府令で定める者に通知し、並びに」と、「前

項の内閣府令で定める者に通知しなければ」とあるのは「内閣総理大臣に報告しなければ」と、同条第13項中

「前項」とあるのは「第86条の11後段の規定により読み替えて適用する第11項」とし、同条第10項及び第12項

の規定は、適用しない。 

（都道府県知事及び内閣総理大臣による助言） 

第86条の12 都道府県知事は、市町村長から求められたときは、第86条の８第１項の規定による協議の相手方そ

の他広域一時滞在に関する事項について助言をしなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、都道府県知事から求められたときは、第86条の９第２項の規定による協議の相手方その他

都道府県外広域一時滞在に関する事項又は広域一時滞在に関する事項について助言をしなければならない。 

（内閣総理大臣による広域一時滞在の協議等の代行） 

第86条の13 内閣総理大臣は、災害の発生により市町村及び当該市町村を包括する都道府県がその全部又は大部

分の事務を行うことができなくなった場合であって、被災住民の生命若しくは身体を災害から保護し、又は居

住の場所を確保することが困難な場合において、当該被災住民について広域一時滞在又は都道府県外広域一時

滞在の必要があると認めるときは、当該市町村の市町村長が第86条の８第１項及び第５項から第７項までの規

定により実施すべき措置の全部若しくは一部を当該市町村長に代わって実施し、又は当該都道府県の知事が第

86条の11前段並びに第86条の９第８項並びに第86条の11後段の規定により読み替えて適用する第86条の９第９

項及び第11項の規定により実施すべき措置（第86条の11後段の規定に読み替えて適用する第86条の９第９項及

び第11項の規定による報告を除く。）の全部若しくは一部を当該都道府県知事に代わって実施しなければなら

ない。 

２ 内閣総理大臣は、前項の規定により市町村長又は都道府県知事の事務の代行を開始し、又は終了したときは、

その旨を告示しなければならない。 

３ 第１項の規定による内閣総理大臣の代行に関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第３款 被災者の運送 
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第86条の14 都道府県知事は、被災者の保護の実施のため緊急の必要があると認めるときは、運送事業者である

指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、運送すべき人並びに運送すべき場所及び期日を示して、被災者の

運送を要請することができる。 

２ 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、都道

府県知事は、被災者の保護の実施のため特に必要があると認めるときに限り、当該指定公共機関又は指定地方

公共機関に対し、被災者の運送を行うべきことを指示することができる。この場合においては、同項の事項を

書面で示さなければならない。 

 

第４款 安否情報の提供等 

 

第86条の15 都道府県知事又は市町村長は、当該都道府県又は市町村の地域に係る災害が発生した場合において、

内閣府令で定めるところにより、当該災害の被災者の安否に関する情報（次項において「安否情報」とい

う。）について照会があったときは、回答することができる。 

２ 都道府県知事又は市町村長は、前項の規定により安否情報を回答するときは、当該安否情報に係る被災者又

は第三者の権利利益を不当に侵害することのないよう配慮するものとする。 

３ 都道府県知事又は市町村長は、第１項の規定による回答を適切に行い、又は当該回答の適切な実施に備える

ために必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関する情報を、その保有に当たって特定さ

れた利用の目的以外の目的のために内部で利用することができる。 

４ 都道府県知事又は市町村長は、第１項の規定による回答を適切に行い、又は当該回答の適切な実施に備える

ため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長、消防機関、都道府県警察その他の者に対して、被災

者に関する情報の提供を求めることができる。 

 

第６節 物資等の供給及び運送 

 

（物資又は資材の供給の要請等） 

第86条の16 都道府県知事又は市町村長は、当該都道府県又は市町村の地域に係る災害が発生し、又は災害が発

生するおそれがある場合において、災害応急対策の実施に当たって、その備蓄する物資又は資材が不足し、当

該災害応急対策を的確かつ迅速に実施することが困難であると認めるときは、都道府県知事にあっては指定行

政機関の長又は指定地方行政機関の長に対し、市町村長にあっては都道府県知事に対し、それぞれ必要な物資

又は資材の供給について必要な措置を講ずるよう要請し、又は求めることができる。 

２ 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、都道府県又は市町村の地域に係る災

害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合であって、当該都道府県の知事又は当該市町村の市町村長

が災害応急対策を実施するに当たって、その備蓄する物資又は資材が不足し、当該災害応急対策を的確かつ迅

速に実施することが困難であると認める場合において、その事態に照らし緊急を要し、前項の規定による要請

又は要求を待ついとまがないと認められるときは、当該要請又は要求を待たないで、必要な物資又は資材の供

給について必要な措置を講ずることができる。 

（備蓄物資等の供給に関する相互協力） 

第86条の17 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関

及び指定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者は、災害が発生し、又は災害が発生する

おそれがある場合において、その備蓄する物資又は資材の供給に関し、相互に協力するよう努めなければなら

ない。 

（災害応急対策必要物資の運送） 

第86条の18 指定行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、災害応急対策の実施のため

緊急の必要があると認めるときは、指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長にあっては運送事業者である

指定公共機関に対し、都道府県知事にあっては運送事業者である指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、

運送すべき物資又は資材並びに運送すべき場所及び期日を示して、当該災害応急対策の実施に必要な物資又は

資材（次項において「災害応急対策必要物資」という。）の運送を要請することができる。 

２ 指定公共機関又は指定地方公共機関が正当な理由がないのに前項の規定による要請に応じないときは、指定

行政機関の長若しくは指定地方行政機関の長又は都道府県知事は、災害応急対策の実施のため特に必要がある

と認めるときに限り、当該指定公共機関又は指定地方公共機関に対し、災害応急対策必要物資の運送を行うべ

きことを指示することができる。この場合においては、同項の事項を書面で示さなければならない。 

 

第６章 災害復旧 

 

（災害復旧の実施責任） 

第87条 指定行政機関の長及び指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指定公共機関及び

指定地方公共機関その他法令の規定により災害復旧の実施について責任を有する者は、法令又は防災計画の定

めるところにより、災害復旧を実施しなければならない。 

（災害復旧事業費の決定） 
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第88条 国がその費用の全部又は一部を負担し、又は補助する災害復旧事業について当該事業に関する主務大臣

が行う災害復旧事業費の決定は、都道府県知事の報告その他地方公共団体が提出する資料及び実地調査の結果

等に基づき、適正かつ速やかにしなければならない。 

２ 前項の規定による災害復旧事業費を決定するに当たっては、当該事業に関する主務大臣は、再度災害の防止

のため災害復旧事業と併せて施行することを必要とする施設の新設又は改良に関する事業が円滑に実施される

ように十分の配慮をしなければならない。 

（防災会議への報告） 

第89条 災害復旧事業に関する主務大臣は、災害復旧事業費の決定を行ったとき、又は災害復旧事業の実施に関

する基準を定めたときは、政令で定めるところにより、それらの概要を中央防災会議に報告しなければならな

い。 

（国の負担金又は補助金の早期交付等） 

第90条 国は、地方公共団体又はその機関が実施する災害復旧事業の円滑な施行を図るため必要があると認める

ときは、地方交付税の早期交付を行なうほか、政令で定めるところにより、当該災害復旧事業に係る国の負担

金若しくは補助金を早期に交付し、又は所要の資金を融通し、若しくは融通のあっせんをするものとする。 

 

第７章 被災者の援護を図るための措置 

 

（罹災証明書の交付） 

第90条の２ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申請が

あったときは、遅滞なく、住家の被害その他当該市町村長が定める種類の被害の状況を調査し、当該災害によ

る被害の程度を証明する書面（次項において「罹災証明書」という。）を交付しなければならない。 

２ 市町村長は、災害の発生に備え、罹災証明書の交付に必要な業務の実施体制の確保を図るため、前項の規定

による調査について専門的な知識及び経験を有する職員の育成、当該市町村と他の地方公共団体又は民間の団

体との連携の確保その他必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（被災者台帳の作成） 

第90条の３ 市町村長は、当該市町村の地域に係る災害が発生した場合において、当該災害の被災者の救護を総

合的かつ効率的に実施するため必要があると認めるときは、被災者の救護を実施するための基礎とする台帳

（以下この条及び次条第１項において「被災者台帳」という。）を作成することができる。 

２ 被災者台帳には、被災者に関する次に掲げる次項を記載し、又は記録するものとする。 

 一 氏名 

 二 生年月日 

 三 性別 

 四 住所又は居所 

 五 住家の被害その他市町村長が定める種類の被害の状況 

 六 救護の実施の状況 

 七 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

 八 前各号に掲げるもののほか、内閣府令で定める事項 

３ 市町村長は、第１項の規定による被災者台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被

災者に関する情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用することがで

きる。 

４ 市町村長は、第１項の規定による被災者台帳の作成のため必要があると認めるときは、関係地方公共団体の

長その他の者に対して、被災者に関する情報の提供を求めることができる。 

（台帳情報の利用及び提供） 

第90条の４ 市町村長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、前条第１項の規定により作成した被

災者台帳に記載し、又は記録された情報（以下この条において「台帳情報」という。）を、その保有に当たっ

て特定された利用の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することができる。 

一 本人（台帳情報によって識別される特定の個人をいう。以下この号において同じ。）の同意があるとき、

又は本人に提供するとき。 

 二 市町村が被災者に対する救護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。 

 三 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、被災者に対する援

護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。 

２ 前項（第１号又は第３号に係る部分に限る。）の規定による台帳情報の提供に関し必要な事項は、内閣府令

で定める。 

 

第８章 財政金融措置 

 

（災害予防等に要する費用の負担） 

第91条 法令に特別の定めがある場合又は予算の範囲内において特別の措置を講じている場合を除くほか、災害

予防及び災害応急対策に要する費用その他この法律の施行に要する費用は、その実施の責めに任ずる者が負担
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するものとする。 

（指定行政機関の長等又は他の地方公共団体の長等の応援を受けた場合の災害応急対策に要する費用の負担） 

第92条 第67条第１項、第68条、第74条第１項又は第74条の３の規定により指定行政機関の長若しくは指定地方

行政機関の長又は他の地方公共団体の長若しくは委員会若しくは委員（以下この条において「地方公共団体の

長等」という。）の応援を受けた地方公共団体の長等の属する地方公共団体は、当該応援に要した費用を負担

しなければならない。 

２ 前項の場合において、当該応援を受けた地方公共団体の長等の属する地方公共団体が当該費用を支弁するい

とまがないときは、当該地方公共団体は、国又は当該応援をする他の地方公共団体の長等の属する地方公共団

体に対し、当該費用の一時繰替え支弁を求めることができる。 

（市町村が実施する応急措置に要する経費の都道府県の負担） 

第93条 第72条第１項の規定による都道府県知事の指示に基づいて市町村長が実施した応急措置のために要した

費用及び応援のために要した費用のうち、当該指示又は応援を受けた市町村長の統轄する市町村に負担させる

ことが困難又は不適当なもので政令で定めるものについては、次条の規定により国がその一部を負担する費用

を除き、政令で定めるところにより、当該都道府県知事の統轄する都道府県がその全部又は一部を負担する。 

２ 前項の場合においては、都道府県は、当該市町村に対し、前項の費用を一時繰替え支弁させることができる。 

（災害応急対策に要する費用に対する国の負担又は補助） 

第94条 災害応急対策に要する費用は、別に法令で定めるところにより、又は予算の範囲内において、国がその

全部又は一部を負担し、又は補助することができる。 

第95条 前条に定めるもののほか、第28条第２項の規定による非常災害対策本部長の指示又は第28条の６第２項

の規定による緊急災害対策本部長の指示に基づいて、地方公共団体の長が実施した応急措置のために要した費

用のうち、当該地方公共団体に負担させることが困難又は不適当なもので政令で定めるものについては、政令

で定めるところにより、国は、その全部又は一部を補助することができる。 

（災害復旧事業費等に対する国の負担及び補助） 

第96条 災害復旧事業その他災害に関連して行なわれる事業に要する費用は、別に法令で定めるところにより、

又は予算の範囲内において、国がその全部又は一部を負担し、又は補助することができる。 

（激甚災害の応急措置及び災害復旧に関する経費の負担区分等） 

第97条 政府は、著しく激甚である災害（以下「激甚災害」という。）が発生したときは、別に法律で定めると

ころにより、応急措置及び災害復旧が迅速かつ適切に行なわれるよう措置するとともに、激甚災害を受けた地

方公共団体等の経費の負担の適正を図るため、又は被災者の災害復興の意欲を振作するため、必要な施策を講

ずるものとする。 

第98条 前条に規定する法律は、できる限り激甚災害の発生のつどこれを制定することを避け、また、災害に伴

う国の負担に係る制度の合理化を図り、激甚災害に対する前条の施策が円滑に講ぜられるようなものでなけれ

ばならない。 

第99条 第97条に規定する法律は、次の各号に掲げる事項について規定するものとする。 

一 激甚災害のための施策として、特別の財政援助及び助成措置を必要とする場合の基準 

二 激甚災害の復旧事業その他当該災害に関連して行なわれる事業が適切に実施されるための地方公共団体に

対する国の特別の財政援助 

三 激甚災害の発生に伴う被災者に対する特別の助成 

（災害に対処するための国の財政上の措置） 

第100条 政府は、災害が発生した場合において、国の円滑な財政運営をそこなうことなく災害に対処するため、

必要な財政上の措置を講ずるように努めなければならない。 

２ 政府は、前項の目的を達成するため、予備費又は国庫債務負担行為（財政法（昭和22年法律第34号（第15条

第２項に規定する国庫債務負担行為をいう。）の計上等の措置について、十分な配慮をするものとする。 

（地方公共団体の災害対策基金） 

第101条 地方公共団体は、別に法令で定めるところにより、災害対策に要する臨時的経費に充てるため、災害

対策基金を積み立てなければならない。 

（起債の特例） 

第102条 次の各号に掲げる場合においては、政令で定める地方公共団体は、政令で定める災害の発生した日の

属する年度及びその翌年度以降の年度で政令で定める年度に限り、地方財政法（昭和23年法律第109号）第５

条の規定にかかわらず、地方債をもってその財源とすることができる。 

一 地方税、使用料、手数料その他の徴収金で総務省令で定めるものの当該災害のための減免で、その程度及

び範囲が被害の状況に照らし相当と認められるものによって生ずる財政収入の不足を補う場合 

二 災害予防、災害応急対策又は災害復旧で総務省令で定めるものに通常要する費用で、当該地方公共団体の

負担に属するものの財源とする場合 

２ 前項の地方債は、国が、その資金事情の許す限り、財政融資資金をもって引き受けるものとする。 

３ 第１項の規定による地方債を財政融資資金で引き受けた場合における当該地方債の利息の定率、償還の方法

その他地方債に関し必要な事項は、政令で定める。 

（国の補助を伴わない災害復旧事業に対する措置） 

第103条 国及び地方公共団体は、激甚災害の復旧事業費のうち、国の補助を伴わないものについての当該地方
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公共団体等の負担が著しく過重であると認めるときは、別に法律で定めるところにより、当該復旧事業費の財

源に充てるため特別の措置を講ずることができる。 

（災害融資） 

第104条 政府関係金融機関その他これに準ずる政令で定める金融機関は、政令で定める災害が発生したときは、

災害に関する特別な金融を行ない、償還期限又はすえ置き期間の延長、旧債の借換え、必要がある場合におけ

る利率の低減等実情に応じ適切な措置をとるように努めるものとする。 

 

第９章 災害緊急事態 

 

（災害緊急事態の布告） 

第105条 非常災害が発生し、かつ、当該災害が国の経済及び公共の福祉に重大な影響を及ぼすべき異常かつ激

甚なものである場合において、当該災害に係る災害応急対策を推進し、国の経済の秩序を維持し、その他当該

災害に係る重要な課題に対応するため特別の必要があると認めるときは、内閣総理大臣は、閣議にかけて、関

係地域の全部又は一部について災害緊急事態の布告を発することができる。 

２ 前項の布告には、その区域、布告を必要とする事態の概要及び布告の効力を発する日時を明示しなければな

らない。 

（国会の承認及び布告の廃止） 

第106条 内閣総理大臣は、前条の規定により災害緊急事態の布告を発したときは、これを発した日から20日以

内に国会に付議して、その布告を発したことについて承認を求めなければならない。ただし、国会が閉会中の

場合又は衆議院が解散されている場合は、その後最初に召集される国会において、すみやかに、その承認を求

めなければならない。 

２ 内閣総理大臣は、前項の場合において不承認の議決があったとき、国会が災害緊急事態の布告の廃止を議決

したとき、又は当該布告の必要がなくなったときは、すみやかに、当該布告を廃止しなければならない。 

（災害緊急事態における緊急災害対策本部の設置） 

第107条 内閣総理大臣は、第105条の規定による災害緊急事態の布告があったときは、当該災害に係る緊急災害

対策本部が既に設置されている場合を除き、第28条の２の規定により、緊急災害対策本部を設置するものとす

る。 

（対処基本方針） 

第108条 政府は、第105条の規定による災害緊急事態の布告があったときは、災害緊急事態への対処に関する基

本的な方針（以下この条において「対処基本方針」という。）を定めるものとする。 

２ 対処基本方針に定める事項は、次のとおりとする。 

 一 災害緊急事態への対処に関する全般的な方針 

 二 災害応急対策に関する重要事項 

 三 国の経済の秩序の維持に関する重要事項 

 四 前二号に掲げる事項のほか、当該災害に係る重要な課題への対応に関する重要事項 

 五 前三号に掲げる事項に係る事務を的確に遂行するための政府の体制に関する重要事項 

３ 内閣総理大臣は、対処基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

４ 内閣総理大臣は、前項の閣議の決定があったときは、直ちに、対処基本方針を告示しなければならない。 

５ 内閣総理大臣は、災害緊急事態への対処に当たり、対処基本方針に基づいて、内閣を代表して行政各部を指

揮監督する。 

６ 第３項及び第４項の規定は、対処基本方針の変更について準用する。 

７ 対処基本方針は、第106条第２項の規定により災害緊急事態の布告が廃止された時に、その効力を失う。 

８ 内閣総理大臣は、前項の規定により対処基本方針がその効力を失ったときは、直ちに、その旨を告示しなけ

ればならない。 

（情報の公表） 

第108条の２ 内閣総理大臣は、第105条の規定による災害緊急事態の布告に係る災害について、当該災害の状況、

これに対してとられた措置の概要その他の当該災害に関する情報を新聞、放送、インターネットその他適切な

方法により公表しなければならない。 

（国民への協力の要求） 

第108条の３ 内閣総理大臣は、第105条の規定による災害緊急事態の布告があったときは、国民に対し、必要な

範囲において、国民生活との関連性が高い物資又は国民経済上重要な物資をみだりに購入しないことその他の

必要な協力を求めることができる。 

２ 国民は、前項の規定により協力を求められたときは、これに応ずるよう努めなければならない。 

（災害緊急事態の布告に伴う特例） 

第108条の４ 第105条の規定による災害緊急事態の布告があったときは、第86条の２第１項、第86条の３第１項、

第86条の４第１項及び第86条の５第１項の規定により当該災害を指定する政令が定められたものとみなして、

第86条の２第２項及び第３項、第86条の３第２項及び第３項、第86条の４第２項並びに第86条の５第２項から

第６項までの規定を適用する。この場合において、第86条の２第２項及び第86条の３第２項中「政令で定める

区域及び期間」とあるのは、「当該災害に係る緊急災害対策本部の所管区域及び当該災害に係る災害緊急事態
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の布告が発せられた時から当該緊急災害対策本部が定める日までの間」とする。 

２ 第105条の規定による災害緊急事態の布告が発せられる前に第86条の２第１項、第86条の３第１項、第86条

の４第１項又は第86条の５第１項のいずれかの規定により当該災害を指定する政令が定められたときは、前項

（当該政令に係る部分に限る。）の規定は、適用しない。 

第108条の５ 第105条の規定による災害緊急事態の布告があったときは、特定非常災害の被害者の権利利益の保

全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第85号。以下この条において「特定非常災害法」とい

う。）第２条の規定により、当該災害を特定非常災害として指定し、当該災害が発生した日を特定非常災害発

生日として定め、及び当該特定非常災害に対し適用すべき措置として特定非常災害法第３条から第６条までに

規定する措置を指定する政令が定められたものとみなして、特定非常災害法第３条から第６条まで（特定非常

災害法第４条第１項を除く。）の規定を適用する。この場合において、次の表の上欄に掲げる特定非常災害法

の規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表下欄に掲げる字句とする。 

 

第３条第１項 超えない範囲内において政令で定める 経過する 

第３条第４項 延長期日が定められた 災害対策基本法（昭和 36年法律第 223

号）第 105条の規定による災害緊急事

態の布告があった 

第４条第２項 

 

 

免責期限が定められた 災害対策基本法第 105条の規定による

災害緊急事態の布告があった 

免責期限が到来する 特定非常災害発生日から起算して４月

を経過する 

到来する特定義務 到来する特定義務（特定非常災害発生

日以後に法令に規定されている履行期

限が到来する義務をいう。以下同じ。） 

責任 その不履行に係る行政上及び刑事上の 

責任（過料に係るものを含む。） 

第４条第３項 免責期限が定められた 災害対策基本法第 105条の規定による

災害緊急事態の布告があった 

前２項 前項 

免責期限が到来する 特定非常災害発生日から起算して４月

を経過する 

前項 同項 

第４条第４項 前３項 前２項 

第５条第１項 第２条第１項又は第２項の政令でこの条

に定める措置を指定するものの施行の 

災害対策基本法第 105条の規定による

災害緊急事態の布告があった 

超えない範囲内において政令で定める 経過する 

第５条第５項 同項に規定する政令で定める 同日後２年を経過する 

第６条 政令で定めるもの 法務大臣が告示するもの 

超えない範囲内において政令で定める 経過する 

当該政令で定める 特定非常災害発生日から起算して１年

を経過する 

２ 第105条の規定による災害緊急事態の布告が発せられる前に特定非常災害法第２条第１項の規定により当該

災害を特定非常災害として指定する政令が定められたときは、前項の規定は、適用しない。 

（緊急措置） 

第109条 災害緊急事態に際し国の経済の秩序を維持し、及び公共の福祉を確保するため緊急の必要がある場合

において、国会が閉会中又は衆議院が解散中であり、かつ、臨時会の召集を決定し、又は参議院の緊急集会を

求めてその措置をまついとまがないときは、内閣は、次の各号に掲げる事項について必要な措置をとるため、

政令を制定することができる。 

一 その供給が特に不足している生活必需物資の配給又は譲渡若しくは引渡しの制限若しくは禁止 

二 災害応急対策若しくは災害復旧又は国民生活の安定のため必要な物の価格又は役務その他の給付の対価の

最高額の決定 

三 金銭債務の支払（賃金、災害補償の給付金その他の労働関係に基づく金銭債務の支払及びその支払のため

にする銀行その他の金融機関の預金等の支払を除く。）の延期及び権利の保存期間の延長 

２ 前項の規定により制定される政令には、その政令の規定に違反した者に対して２年以下の懲役若しくは禁錮、

10万円以下の罰金、拘留、科料若しくは没収の刑を科し、又はこれを併科する旨の規定、法人の代表者又は法

人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法人又は人の業務に関してその政令の違反行為をした場

合に、その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各本条の罰金、科料又は没収の刑を科する旨の規定

及び没収すべき物件の全部又は一部を没収することができない場合にその価額を追徴する旨の規定を設けるこ

とができる。 
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３ 内閣は、第１項の規定により政令を制定した場合において、その必要がなくなったときは、直ちに、これを

廃止しなければならない。 

４ 内閣は、第１項の規定により政令を制定したときは、直ちに、国会の臨時会の召集を決定し、又は参議院の

緊急集会を求め、かつ、そのとった措置をなお継続すべき場合には、その政令に代わる法律が制定される措置

をとり、その他の場合には、その政令を制定したことについて承認を求めなければならない。 

５ 第１項の規定により制定された政令は、既に廃止され、又はその有効期間が終了したものを除き、前項の国

会の臨時会又は参議院の緊急集会においてその政令に代わる法律が制定されたときは、その法律の施行と同時

に、その臨時会又は緊急集会においてその法律が制定されないこととなったときは、制定されないこととなっ

た時に、その効力を失う。 

６ 前項の場合を除くほか、第１項の規定により制定された政令は、既に廃止され、又はその有効期間が終了し

たものを除き、第４項の国会の臨時会が開かれた日から起算して20日を経過した時若しくはその臨時会の会期

が終了した時のいずれか早い時に、又は同項の参議院の緊急集会が開かれた日から起算して10日を経過した時

若しくはその緊急集会が終了した時のいずれか早い時にその効力を失う。 

７ 内閣は、前２項の規定により政令がその効力を失ったときは、直ちに、その旨を告示しなければならない。 

８ 第１項の規定により制定された政令に罰則が設けられたときは、その政令が効力を有する間に行なわれた行

為に対する罰則の適用については、その政令が廃止され、若しくはその有効期間が終了し、又は第５項若しく

は第６項の規定によりその効力を失った後においても、なお従前の例による。 

第109条の２ 災害緊急事態に際し法律の規定によっては被災者の救助に係る海外からの支援を緊急かつ円滑に

受け入れることができない場合において、国会が閉会中又は衆議院が解散中であり、かつ、臨時会の召集を決

定し、又は参議院の緊急集会を求めてその措置を待ついとまがないときは、内閣は、当該受入れについて必要

な措置をとるため、政令を制定することができる。 

２ 前条第３項から第７項までの規定は、前項の場合について準用する。 

 

第10章 雑 則 

 

（特別区についてのこの法律の適用） 

第110条 この法律の適用については、特別区は、市とみなす。 

（防災功労者表彰） 

第111条 内閣総理大臣及び各省大臣は、防災に従事した者で、防災に関し著しい功労があると認められるもの

に対し、それぞれ内閣府令又は省令で定めるところにより、表彰を行うことができる。 

（政令への委任） 

第112条 この法律に特別の定めがあるものを除くほか、この法律の実施のための手続その他この法律の施行に

関し必要な事項は、政令で定める。 

 

第11章 罰 則 

 

（罰則） 

第113条 次の各号のいずれかに該当する者は、６月以下の懲役又は30万円以下の罰金に処する。 

一 第71条第１項の規定による都道府県知事（同条第２項の規定により権限に属する事務の一部を行う市町村

長を含む。）の従事命令、協力命令又は保管命令に従わなかった者 

二 第78条第１項の規定による指定行政機関の長又は指定地方行政機関の長（第27条第１項又は第28条の５第

１項の規定により権限の委任を受けた職員を含む。）の保管命令に従わなかった者 

第114条 第76条第１項の規定による都道府県公安委員会の禁止又は制限に従わなかった車両の運転者は、３月

以下の懲役又は20万円以下の罰金に処する。 

第115条 次の各号のいずれかに該当する者は、20万円以下の罰金に処する。 

一 第71条第１項（同条第２項の規定により権限に属する事務の一部を行う場合を含む。以下この条において

同じ。）、第78条第２項（第27条第１項又は第28条の５第１項の規定により権限に属する事務の一部を行う場

合を含む。）又は第78条第３項（第27条第１項又は第28条の５第１項の規定により権限に属する事務の一部

を行う場合を含む。以下この条において同じ。）の規定による立入検査を拒み、妨げ、又は忌避した者 

二 第71条第１項又は第78条第３項の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 

第116条 次の各号のいずれかに該当する者は、10万円以下の罰金又は拘留に処する。 

一 第52条第１項の規定に基づく内閣府令によって定められた防災に関する信号をみだりに使用し、又はこれ

と類似する信号を使用した者 

二 第63条第１項の規定による市町村長（第73条第１項の規定により市町村長の事務を代行する都道府県知事

を含む。）の、第63条第２項の規定による警察官若しくは海上保安官の又は同条第３項において準用する同

条第１項の規定による災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官の禁止若しくは制限又は退去命令に従わなかっ

た者 

第117条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者が、その法人又は人の業務に関し、

第113条又は第115条の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対しても、各本条の罰 
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金刑を科する。
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14-４ 指定文化財一覧                            

 

区分 種別 名称 所在地 所有者又は管理者 指定日 

国
指
定 

特別天然記念物 魚津埋没林 釈迦堂814 魚津市 昭和30年８月22日 

〃 ホタルイカ群遊海面 富山湾(水橋より魚津) 富山県 昭和27年３月29日 

〃 カモシカ 地域を定めず 富山県 昭和30年２月15日 

重要無形民俗文化財 魚津のタテモン行事 諏訪町 魚津たてもん保存会 平成９年12月15日 

県
指
定 

天然記念物 大沢の地鎮杉 大沢字前田632 個人 昭和40年１月１日 

〃 坪野のつなぎがや 坪野字山の谷 坪野地区 昭和40年10月１日 

史跡 桜峠遺跡 布施爪字上野212他 個人 昭和40年１月１日 

〃 松倉城跡 鹿熊字城山3-2 魚津市、個人 昭和40年１月１日 

建造物 旧沢崎家住宅 歴史民俗博物館 魚津市 昭和49年７月１日 

彫刻 木造十一面観世音菩薩立像 歴史民俗博物館 神宮寺 昭和40年１月１日 

〃 木造阿弥陀如来立像 金山谷3071 金山谷地区 昭和45年12月19日 

〃 金銅千手観世音菩薩立像 小川寺2921-1 千光寺 昭和59年２月22日 

有形民俗文化財 たてもん 諏訪町 魚津たてもん保存会 昭和47年10月５日 

無形民俗文化財 小川寺の獅子舞 小川寺 小川寺獅子舞保存会 平成６年２月24日 

市
指
定 

史跡 天神山城跡 小川寺字天神山 光学坊 昭和38年４月１日 

〃 升方城跡 升方字城山 魚津市、個人 昭和38年４月１日 

〃 北山（金山谷）城跡 北山 個人 昭和38年４月１日 

〃 坪野城跡 坪野 個人 昭和38年４月１日 

〃 魚津城跡 本町一丁目 魚津市 昭和38年４月１日 

〃 石の門 鹿熊字石ノ門 魚津市、個人 昭和38年４月１日 

〃 武隈屋敷跡（小菅沼城跡） 小菅沼 個人 昭和38年４月１日 

〃 青山佐渡守､豊後守父子の墓 小川寺字天神山 魚津市 昭和38年４月１日 

〃 大音主馬の碑 本江字畑田73-9 長教寺 昭和38年４月１日 

〃 大伴家持の歌碑 三ヶ(魚津総合公園内) 魚津市 昭和38年４月１日 

〃 万灯台 新角川一丁目322-29 魚津市 昭和38年４月１日 

〃 高円堂用水 天神野新 魚津市 昭和38年４月１日 

〃 魚津町奉行所跡 双葉町601 長教寺 昭和38年４月１日 

〃 小貝塚 諏訪町18-18 大泉寺 昭和38年４月１日 

〃 水尾城跡 升方字水尾山 個人 昭和56年７月29日 

名勝 しんきろう展望地点 釈迦堂地先 魚津市 昭和51年７月19日 

有形民俗文化財 農具 歴史民俗博物館 魚津市 昭和50年７月30日 

〃 漁具 歴史民俗博物館 魚津市 昭和50年７月30日 

〃 生活用具 歴史民俗博物館 魚津市 昭和55年７月３日 

〃 獅子頭及び面 歴史民俗博物館 魚津市 昭和55年７月３日 

無形民俗文化財 せり込み蝶六 市内一円 せり込蝶六保存会 昭和38年４月１日 

〃 布施谷節 西布施 布施谷節保存会 昭和38年４月１日 

〃 鹿熊の刀踊り 鹿熊 鹿熊の刀踊り保存会 平成10年４月１日 

古文書 制札（高札） 歴史民俗博物館 魚津市 昭和47年１月26日 

〃 椎名康胤寄進状 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 佐々成政書状 本町一丁目8-14 照顕寺 昭和47年１月26日 

〃 雲門寺壁書 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 前田利常書状 本町一丁目8-14 照顕寺 昭和47年１月26日 

絵画 釈迦三尊像 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 庶民風俗図屏風 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 達磨大師図 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 虎図 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 獅子図屏風 上村木二丁目17-31 常泉寺 昭和47年１月26日 

〃 絹本著色阿弥陀三尊像 諏訪町18-18 大泉寺 昭和63年２月２日 

〃 魚津町惣絵図 魚津市立図書館 魚津市 昭和47年１月26日 

〃 魚津町軒名図 魚津市立図書館 魚津市 昭和47年１月26日 

歴史資料 近世武具 歴史民俗博物館 魚津市、個人 平成13年６月４日 

彫刻 水噴きの龍 新角川二丁目6-4 桃原寺 昭和38年４月１日 

〃 木造僧形八幡神座像 宮津1520 宮津八幡宮 平成12年４月３日 

天然記念物 洞杉及び岩上植物群落 三ケ杉尾 三ケ森林生産組合 平成25年５月８日 
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14-５ 気象庁震度階級関連解説表 

 
使用にあたっての留意事項 
（１） 気象庁が発表している震度は、原則として地表や低層建物の一階に設置した震度計による観測値です。この

資料は、ある震度が観測された場合、その周辺で実際にどのような現象や被害が発生するかを示すもので、そ
れぞれの震度に記述される現象から震度が決定されるものではありません。 

（２） 地震動は、地盤や地形に大きく影響されます。震度は震度計が置かれている地点での観測値であり、同じ市
町村であっても場所によって震度が異なることがあります。また、中高層建物の上層階では一般に地表より揺
れが強くなるなど、同じ建物の中でも、階や場所によって揺れの強さが異なります。 

（３） 震度が同じであっても、地震動の振幅（揺れの大きさ）、周期（揺れが繰り返す時の１回あたりの時間の長
さ）及び継続時間などの違いや、対象となる建物や構造物の状態、地盤の状況により被害は異なります。 

（４） この資料では、ある震度が観測された際に発生する被害の中で、比較的多く見られるものを記述しており、
これより大きな被害が発生したり、逆に小さな被害にとどまる場合もあります。また、それぞれの震度階級で
示されている全ての現象が発生するわけではありません。 

（５） この資料は、主に近年発生した被害地震の事例から作成したものです。今後、５年程度で定期的に内容を点
検し、新たな事例が得られたり、建物・構造物の耐震性の向上等によって実状と合わなくなった場合には変更
します。 

●人の体感・行動、屋内の状況、屋外の状況 

震度 
階級 人の体感・行動 屋内の状況 屋外の状況 

０ 
人は揺れを感じないが、地震計に
は記録される。 ― ― 

１ 
屋内で静かにいる人の中には、揺
れをわずかに感じる人がいる。 ― ― 

２ 
屋内で静かにしている人の大半が
揺れを感じる。眠っている人の中
には、目を覚ます人もいる。 

電灯などのつり下げ物が、わずか
に揺れる。 ― 

３ 

屋内にいる人のほとんどが、揺れ
を感じる。歩いている人の中に
は、揺れを感じる人もいる。眠っ
ている人の大半が、目を覚ます。 

棚にある食器類が、音を立てるこ
とがある。 電線が少し揺れる。 

４ 

ほとんどの人が驚く。歩いている
人のほとんどが、揺れを感じる。
眠っている人のほとんどが、目を
覚ます。 

電灯などのつり下げ物は大きく揺
れ､棚にある食器類は音を立てる。
座りの悪い置物が、倒れることが
ある。 

電線が大きく揺れる。自動車を運
転していて、揺れに気付く人がい
る。 

５弱 大半の人が、恐怖を覚え、物につ
かまりたいと感じる。 

電灯などのつり下げ物は激しく揺
れ､棚にある食器類、書棚の本が落
ちることがある。座りの悪い置物
の大半が倒れる。固定していない
家具が移動することがあり、不安
定なものは倒れることがある。 

まれに窓ガラスが割れて落ちるこ
とがある。電柱が揺れるのがわか
る。道路に被害が生じることがあ
る｡ 

５強 
大半の人が、物につかまらないと
歩くことが難しいなど、行動に支
障を感じる。 

棚にある食器類や書棚の本で、落
ちるものが多くなる。テレビが台
から落ちることがある。固定して
いない家具が倒れることがある。 

窓ガラスが割れて落ちることがあ
る。補強されていないブロック塀
が崩れることがある。据付けが不
十分な自動販売機が倒れることが
ある。自動車の運転が困難とな
り、停止する車もある。 

６弱 立っていることが困難になる。 
固定していない家具の大半が移動
し、倒れるものもある｡ドアが開か
なくなることがある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落
下することがある。 

６強 

立っていることができず、はわな
いと動くことができない。揺れに
ほんろうされ、動くこともでき
ず、飛ばされることもある。 

固定していない家具のほとんどが
移動し、倒れるものが多くなる。 

壁のタイルや窓ガラスが破損、落
下する建物が多くなる。補強され
ていないブロック塀のほとんどが
崩れる。 

７ 
固定していない家具のほとんどが
移動したり倒れたりし、飛ぶこと
もある｡ 

壁のタイルや窓ガラスが破損､落下
する建物がさらに多くなる。補強
されているブロック塀も破損する
ものがある。 
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●木造建物（住宅）の状況 

震度 
階級 

木造建物（住宅） 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５弱 ― 壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることがある。 

５強 ― 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 

６弱 
壁などに軽微なひび割れ・亀裂がみられることが
ある。 

壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 
壁などに大きなひび割れ・亀裂が入ることがある。 
瓦が落下したり、建物が傾いたりすることがある。倒れ
るものもある。 

６強 壁などにひび割れ・亀裂がみられることがある。 
壁などに大きなひび割れ・亀裂が入るものが多くなる。 
傾くものや、倒れるものが多くなる。 

７ 
壁などのひび割れ・亀裂が多くなる。 
まれに傾くことがある。 

傾くものや、倒れるものがさらに多くなる。 

（注１） 木造建物（住宅）の耐震性により２つに区分けした。耐震性は、建築年代の新しいものほど高い傾向があ
り、概ね昭和56年（1981年）以前は耐震性が低く、昭和57年（1982年）以降には耐震性が高い傾向がある。
しかし、構法の違いや壁の配置などにより耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐
震性の高低が決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注２） この表における木造の壁のひび割れ、亀裂、損壊は、土壁（割り竹下地）、モルタル仕上壁（ラス、金網下
地を含む）を想定している。下地の弱い壁は、建物の変形が少ない状況でも、モルタル等が剥離し、落下し
やすくなる。 

（注３） 木造建物の被害は、地震の際の地震動の周期や継続時間によって異なる。平成20年（2008年）岩手・宮城
内陸地震のように、震度に比べ建物被害が少ない事例もある。 

 

●鉄筋コンクリート造建物の状況 

震度 
階級 

鉄筋コンクリート造建物 

耐震性が高い 耐震性が低い 

５強 ― 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が入
ることがある。 

６弱 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂
が入ることがある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂が多
くなる。 

６強 
壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂
が多くなる。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めやX 状のひび割
れ・亀裂がみられることがある。 
１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものがある。 

７ 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、ひび割れ・亀裂
がさらに多くなる。 
１階あるいは中間階が変形し、まれに傾くものが
ある。 

壁、梁（はり）、柱などの部材に、斜めやＸ状のひび割
れ・亀裂が多くなる。 
１階あるいは中間階の柱が崩れ、倒れるものが多くな
る。 

（注１） 鉄筋コンクリート造建物では、建築年代の新しいものほど耐震性が高い傾向があり、概ね昭和56年（1981
年）以前は耐震性が低く、昭和57年（1982年）以降は耐震性が高い傾向がある。しかし、構造形式や平面的、
立面的な耐震壁の配置により耐震性に幅があるため、必ずしも建築年代が古いというだけで耐震性の高低が
決まるものではない。既存建築物の耐震性は、耐震診断により把握することができる。 

（注２） 鉄筋コンクリート造建物は、建物の主体構造に影響を受けていない場合でも、軽微なひび割れがみられる
ことがある。 
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1448                                           〔魚津防〕 

●地盤・斜面等の状況 

震度 
階級 

地盤の状況 斜面等の状況 

５弱 
亀裂※１や液状化※２が生じることがある。 落石やがけ崩れが発生することがある。 

５強 

６弱 地割れが生じることがある。 がけ崩れや地すべりが発生することがある。 

６強 
大きな地割れが生じることがある。 

がけ崩れが多発し、大規模な地すべりや山体の崩壊
が発生することがある※３。 ７ 

※１ 亀裂は、地割れと同じ現象であるが、ここでは規模の小さい地割れを亀裂として表記している。 
※２ 地下水位が高い、ゆるい砂地盤では、液状化が発生することがある。液状化が進行すると、地面からの泥水の

噴出や地盤沈下が起こり、堤防や岸壁が壊れる、下水管やマンホールが浮き上がる、建物の土台が傾いたり壊れ
たりするなどの被害が発生することがある。 

※３ 大規模な地すべりや山体の崩壊等が発生した場合、地形等によっては天然ダムが形成されることがある。また、
大量の崩壊土砂が土石流化することもある。 

 

●ライフライン・インフラ等への影響 

ガス供給の停止 
安全装置のあるガスメーター（マイコンメーター）では震度５弱程度以上の揺れで遮断装置が
作動し、ガスの供給を停止する。 
さらに揺れが強い場合には、安全のため地域ブロック単位でガス供給が止まることがある※。 

断水、停電の発生 震度５弱程度以上の揺れがあった地域では、断水、停電が発生することがある※。 

鉄道の停止、高速道
路の規制等 

震度４程度以上の揺れがあった場合には、鉄道、高速道路などで、安全確認のため、運転見合
わせ、速度規制、通行規制が、各事業者の判断によって行われる。（安全確認のための基準
は、事業者や地域によって異なる。） 

電話等通信の障害 

地震災害の発生時、揺れの強い地域やその周辺の地域において、電話・インターネット等によ
る安否確認、見舞い、問合せが増加し、電話等がつながりにくい状況（輻輳）が起こることが
ある。そのための対策として、震度６弱程度以上の揺れがあった地震などの災害の発生時に、
通信事業者により災害用伝言ダイヤルや災害用伝言板などの提供が行われる。 

エレベーターの停止 
地震管制装置付きのエレベーターは、震度５弱程度以上の揺れがあった場合、安全のため自動
停止する。運転再開には、安全確認などのため、時間がかかることがある。 

※ 震度６強程度以上の揺れとなる地震があった場合には、広い地域で、ガス、水道、電気の供給が停止することが
ある。 

 

●大規模構造物への影響 

長周期地震動※による
超高層ビルの揺れ 

超高層ビルは固有周期が長いため、固有周期が短い一般の鉄筋コンクリート造建物に比べ
て地震時に作用する力が相対的に小さくなる性質を持っている。しかし、長周期地震動に
対しては、ゆっくりとした揺れが長く続き、揺れが大きい場合には、固定の弱いＯＡ機器
などが大きく移動し、人も固定しているものにつかまらないと、同じ場所にいられない状
況となる可能性がある。 

石油タンクのスロッシ
ング 

長周期地震動により石油タンクのスロッシング（タンク内溶液の液面が大きく揺れる現
象）が発生し、石油がタンクから溢れ出たり、火災などが発生したりすることがある。 

大規模空間を有する施
設の天井等の破損、脱
落 

体育館、屋内プールなど大規模空間を有する施設では、建物の柱、壁など構造自体に大き
な被害を生じない程度の地震動でも、天井等が大きく揺れたりして、破損、脱落すること
がある。 

※ 規模の大きな地震が発生した場合、長周期の地震波が発生し、震源から離れた遠方まで到達して、平野部では地盤
の固有周期に応じて長周期の地震波が増幅され、継続時間も長くなることがある。 

 

（～1500） 


